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令和２年度 事業方針 

 

１ 基本的考え方 

令和という新しい時代がスタートした昨年度は、福祉分野において新たな課題が浮き

彫りになった１年であった。台風１９号（令和元年東日本台風）により県内各地に甚大な

被害が発生し、災害ボランティア支援や被災した福祉施設への迅速な支援が求められた。

また、新型コロナウイルスの感染拡大により、我々はかつて経験したことがない危機に直

面し、その対応は困難を極めた。 

これらの新たな課題に対して迅速かつ的確に対応するとともに、これまで取り組んで

きた「８０５０問題」などの社会的孤立や生活困窮者への対応、高齢者や障害者への虐待

防止や権利擁護、福祉ニーズに応えるための福祉・介護人材の確保・定着など既存の課題

に対しても、引き続き着実に取り組む必要がある。 

本会では、これら多くの課題に対応するため、令和２年度からの５年間で我々が重点的

に取り組むべき施策や経営基盤の強化策を、本会役員及び会員、福祉関係団体や行政機

関、有識者の意見を踏まえながら１年間かけて検討し、「埼玉県社会福祉協議会 中期ビ

ジョン」として取りまとめたところである。 

中期ビジョンでは、①地域共生社会の実現、②福祉サービスの質の向上に向けた人材確

保と育成、③社会福祉法人をはじめとする幅広い組織との協働による事業展開、④事業展

開に向けた組織基盤の強化を柱として具体的な取組内容を定めている。スタートとなる

今年度は、中期ビジョンに定めた取組内容を着実に進めるための各種事業を実施し、前述

した諸課題の解決に向けて、本会の総力を挙げて取り組んでいく。 

 

 ２ 重点課題への主な取組 

（１）地域共生社会の実現 

    子ども食堂の推進に引き続き取り組むほか、福祉教育推進を目的とした新たな冊

子の作成や生活支援コーディネーターとコミュニティソーシャルワーカーの配置促

進などを通じて、地域福祉の基盤強化を図っていく。 

    また、相談支援業務においても、生活困窮者に対する支援や生活福祉資金の貸

付、権利擁護相談の実施や法人後見の推進などの既存取組の強化のほか、身元保証

制度の調査研究など、新たな取組みを進めていく。 

     

（２）福祉サービスの質の向上に向けた人材確保と育成 

    就職フェアや地域就職相談会の取組みを強化するほか、他県での就職イベント参

加や短時間勤務を希望する潜在保育士に対する再就職準備金やベビーシッターを利

用する保育士への貸付など、人材確保に向けた新たな取組みを進めていく。 

    このほか、社会福祉従事者に対する研修や交流会の実施、介護支援専門員の養成

などを通じて、福祉人材の育成にも努めていく。 
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（３）社会福祉法人をはじめとする幅広い組織との協働による事業展開 

    市町村社協や福祉関係者、行政との連携のもと、災害ボランティアセンターの運

営支援や、県内大学や市町村社協、各種別協議会との災害支援体制の構築、災害派

遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の機能強化に向けた取組みなどを複合的に進めて、災害

発生時に迅速な対応を図るための体制づくりを進めていく。 

 

（４）事業展開に向けた組織基盤の強化 

    令和３年度からの埼玉県社会福祉総合センターの指定管理獲得に向けて準備を進

めるとともに、本会の新規会員獲得や広告、図書販売等の各種事業の強化を図り、

安定的な財源の確保に努めていく。 

    また、研修受講機会の拡大やＯＪＴの強化、中期ビジョンプロジェクトチームの

運営などを通じて、職員の育成と組織内連携の強化を図っていく。 
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新規・重点事項 
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Ⅰ 地域共生社会の実現  
Ⅰ－１ 地域福祉の基盤強化  

 

○目 的  
地域社会で孤立せず、共に支え合いながら暮らすことができる社会の実現を目

指し、貧困の連鎖解消に向けた子ども食堂等の拡充や、地域活動への参加につな

がるよう福祉意識の醸成を図る。また、地域福祉に携わる専門職がお互いの役割

を十分に発揮しながら、地域住民との協働を図れるよう、生活支援コーディネー

ターやコミュニティソーシャルワーカーの養成を通じて、地域づくりを支援していく。 
 

○内 容 

 １ 小地域福祉活動を基盤とした地域づくりの拡充 

 （１）子ども食堂（子どもの居場所づくり）の推進 

   子どもの貧困や虐待など、子どもを取り巻く多様化した生活課題の解決に向

けて、住民が主体的に取り組む「子ども食堂（子どもの居場所）」を拡充すると

ともに、社会全体で子どもを育む意識醸成を図る。 

 ≪目標≫子どもの居場所 １００ヵ所増（３２３ヵ所※→４２３ヵ所） 

① 子ども食堂育成事業 

    ア 市町村社協への集中支援及び助成 

立ち上げ及び関係団体とのネットワークづくりに向けた支援 

      助成額 ２０万円×５社協  

     ≪実績≫１０社協実施済み、こども食堂数 30→48 か所（18 か所増） 

    イ 衛生管理研修【新規】 

② 子ども食堂等運営団体への財政支援 

ア 浦和競馬こども基金助成事業 

      助成額 新規立ち上げ事業 ２０万円【新規】 

          継続事業      １０万円 

      （令和元年度 ９５団体 ９，０００千円） 

    イ 子ども食堂応援基金助成事業【新規】 

      助成額 １０万円×１０団体 

    ウ ひまわり基金による追加支援 

 助成額 １０万円×４０団体（令和元年度 ３０団体 ２，５０２千円） 

（２）福祉教育の推進 

   県民一人ひとりがお互いの多様性を認め尊重し合い、地域の福祉活動への

参加につながる福祉啓発等、福祉意識の醸成を図る。 

①  福祉教育推進に向けた調査・研究事業 

冊子「学校・地域・社協で進める福祉教育のポイント（仮 称）」の作成【新規】 

②  障害者スポーツを通じた福祉教育等の推進事業 

東京オリンピック・パラリンピック開催機運を捉え、障害者スポーツを通

して、障害者の理解を図り、活動（交流）の場を拡充する。 

    ≪目標≫障害者スポーツ交流プログラムの実施 ６０メニュー以上 

 

  ③ 共生共助つながりづくりセミナー（１２月） 

  ④ 小中学生作文コンクール（７～９月） 

≪目標≫ ３，５００名（令和元年度 2,790 名） 

⑤ ボランティア体験プログラム事業 

≪目標≫３５，０００名 

（令和２年１月末現在 28,462 名） 

⑥  生活支援サポーターの養成 

≪目標≫ ５，０００名（令和２年１月末現在 3,784 名：累計 17,477 名） 
 

２ 住民活動と専門職・組織の連携・協働の推進 

 （１）生活支援コーディネーター養成・活動支援事業 

   市町村における地域包括ケアシステム構築に必要な生活支援体制の充実を支

援するため、生活支援アドバイザーによる個別支援や研修・会議を実施する。 

① 生活支援アドバイザーを配置した相談支援 

≪目標≫年間訪問・相談対応件数 ２５０件 

（令和２年１月末現在 ４３市町村 １６５件） 

② 生活支援コーディネーターの配置・養成 

≪目標≫生活支援コーディネーター配置数 ３１５人 

    内訳：第１層  ８６人（令和元年度 ８６人 全圏域配置済み） 

       第２層 ２２９人（令和元年度２１８人 残り１１圏域） 

   ア 生活支援コーディネーター基礎研修 1 回 １２０人（累計６４７人） 

   イ 資質向上のための課題別研修  ３回 

   ウ 県内４ブロックごとの連絡会議 ２回 

     その他、現場視察研修、合同研修等を実施する。 

（２）市町村社協におけるコミュニティソーシャルワーカー配置促進支援【新規】 

   コミュニティソーシャルワーク実践者養成研修を引き続き実施する他、今年

度は市町村社協におけるコミュニティソーシャルワーカーの配置促進に向け、

実態調査や優良事例の周知、個別支援等に取り組む。 

≪目標≫配置社協数 ２５社協（令和元年度２０社協：一部配置を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○予算額 ４４，４７１千円

教育委員会の協力の元、 12 月に子ど

も食堂を立ち上げ（神川町 社協）。  

車いすバスケ  親子交流体験（川越市社協）  

※県内居場所数（埼玉県調 査：令和元年８月末現在）  
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 Ⅰ 地域共生社会の実現  

 Ⅰ－２ 相談支援体制の強化（生活困窮者支援） 
 

○目  的  
複合的な課題を抱えた生活困窮者に対し、効果的な支援が実施できるよう社会

福祉法人による地域公益活動や生活困窮者自立支援制度、生活福祉資金貸付制度

などを実施し、県内の支援体制を構築する。  
 
○内  容  

１  社会福祉法人による地域公益活動の推進     ※（  ）内は平成 30 年度実績  

 （１）推進協議会の運営  

県内社会福祉法人による地域公益活動を推進するため、法人加入率３

０％を目標に会員拡大を図り、彩の国あんしんセーフティネット事業を始

めとした各事業のより一層の発展を図る。  

併せて、会員施設、社協職員の相談対応力を向上するため、研修参加費等

の助成を行う。  

    ≪目標≫県内法人加入率 ３０％（25.1％） 加入法人数 ２５０法人（209 法人） 

        ※中期ビジョンの指標に基づき、令和６年度末までの目標値  

（２）彩の国あんしんセーフティネット事業の実施  【一部新規】  

生活困窮者に対して、経済的援助を含む相談支援を実施するとともに、本

事業の周知を図るため、自立相談支援機関や行政等の関係者を対象とした

パンフレットを新たに作成する。  

≪目標≫相談支援  ４００件（ 390 件）現物給付  ３５０件（ 321 件）  

 （３）就労支援の実施  

就労や社会参加に支援が必要な方に対して、訓練・就労の場を提供する。  

   ≪目標≫登録施設数  ４０施設（ 33 施設）支援件数  ４０件（ 39 件）  

 （４）衣類バンクの実施  

     子どもの衣類を必要とする世帯に対して、保育施設等が収集した衣類を当

該世帯に提供する。  

   ≪目標≫実施施設数  ４５施設（ 22 施設）支援件数  １２０件（ 63 件）  

 （５）セブン -イレブン商品寄贈ＳＡＩＴＡＭＡプロジェクトへの協力  

     セブン -イレブン・ジャパンの改装等店舗

の所有する物品を、地域の生活困窮者や子ど

も食堂、サロン等を行っている団体等へ提供

し、地域福祉の推進を図る。  

≪見込≫受入施設・社協数４０ヶ所（ 35 ヶ所） 

寄贈箱数  １，８００箱（ 1,611 箱）   
※（  ）内は令和 2 年 2 月末実績  

 

２  生活福祉資金等貸付による経済的支援の充実  

(１ )  必要な資金の貸付と相談機能の充実  

生活再建に必要な資金貸付とするため、世帯の自立に向けた相談支援とし

て十分な聞き取りをし、債務が増加しないよう適切な貸付を行う。  

また、自立相談支援事業等と連携を強化し、市町村社協や自治体等との調整

を図り、より生活困窮者に合ったきめ細やかな支援と自立の促進に努める。  
 

≪貸付計画≫  

資金種類  貸付枠  

総合支援資金    23 件  18,200 千円  

福祉費    135 件  125,100 千円  

緊急小口資金   197 件  19,700 千円  

教育支援資金   125 件  146,250 千円  

不動産担保型生活資金（※）   63 件  106,860 千円  

要保護世帯向け不動産担保型生活資金（※）   83 件  90,845 千円  

埼玉県障害者福祉資金    2 件  10,000 千円  

臨時特例つなぎ資金    2 件  200 千円  

計  630 件  517,155 千円  

  （※）継続契約中の貸付件数を含む  

（２）債権管理の強化と償還の促進  

①  初期督促の強化と連絡困難者調査による債権管理の重点化  

償還開始者に対し電話等による現況確認及び償還の働きかけを行う。また、

連絡困難者の状況も把握し、債権回収の専門機関を活用して適切な債権管理

を行う。  

②  中期・長期滞納者への催告・調査の実施  

年２回（７月・１２月）、滞納者及び連帯保証人に対し、一斉に督促状を発

送するほか、市町村社協と連携して借受人の居住地や生活状況を把握するた

めの現況調査を実施する。悪質な大口滞納者に対しては、訴訟も含めて法的

措置を検討する。  

≪目標償還率≫               ※（  ）内は前年度目標  

資金種類  令和２年度目標  

総合支援資金  ６０．０％  （ 59.0％）  

生活福祉資金（上記を除く）  ８７．０％  （ 86.0％）  

 

 ３  生活困窮者自立支援制度の推進  

（１）生活困窮者自立支援事業実施機関等への支援  

①生活困窮者自立支援事業受託社協連絡会議（１回）  

②生活困窮者支援に関する研修  

③新任支援員研修（２日）・現任支援員研修（３日）  

（２）町村部における自立相談支援事業等の実施  

生 活 困 窮 者 自 立 支 援 法 に 基 づ き 、 

町村部の生活困窮者の自立を支援する

県の公募事業（自立相談支援、家計改善

支援、一時生活支援）へ参加する。  

    相談窓口６か所（※２３町村対象）  

 

○予算額   

８６４，９６１千円

相談受付件数  1,050 件（1,038） 

プラン作成件数  480 件（468） 

就労等による  
増収者数  

125 件（118） 

※（  ）内は平成 30 年度実績  

≪目標≫  

 

施設での配分会の様子  
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Ⅰ 地域共生社会の実現  

Ⅰ－２  相談支援体制の強化（権利擁護の仕組みの充実）  
 
○目 的 

「地域共生社会」の実現を図るため、相談事業等を通じた権利擁護の推進と成

年後見制度の利用促進に向けた取り組み、身元保証に関する調査研究等を行う。    

また、権利侵害を受けやすい認知症高齢者や障害者が住み慣れた地域で安心・

安全な生活を送れるよう、福祉サービスの利用や日常的金銭管理などの援助（日

常生活自立支援事業）を行う。 
 

○内 容 

 １ 相談事業等を通じた権利擁護推進 

認知症高齢者や障害者の生活に関する相談に応じ、相談者の権利擁護を支援

する。また、障害者虐待防止法に基づき、使用者による障害者虐待通報・届出

の受付、障害者及び養護者への相談支援、障害者差別に関する相談を行う。 

（１）  権利擁護相談（生活相談、法律相談、成年後見相談）の実施：１，４６７件  

（２）  障害者権利擁護センターの運営 

障害者虐待通報・届出受付：５件、障害者及び養護者の相談：６３件 

 （３）障害者差別解消相談の実施：３１件 ※相談件数等は過去３か年の平均値  

 

２ 成年後見支援事業の推進 

 （１）「身元保証制度」の調査研究【新規】 

①  概要 

一人暮 らし 高齢者 等が 地域

で安心して暮らし続けるため

に、身元保証等の新たな仕組づ

くりに向けて調査研究を行う。 

②  内容 
・先進地区ヒアリング調査  
・検討会の実施（３回） 

【委員構成】  

弁護士、司法書士、社会福祉士、  

市町村社協職員等 

    ・事業実施に向けた手引きの作成 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（２）法人後見の支援員研修会の開催、体制整備の支援 

   ≪目標≫法人後見実施社協３２か所（３か所増） 

①  市町村社協法人後見支援員研修会（法人後見支援員対象）９０名×１回 

②  法人後見実施社協連絡会議（市町村社協職員対象）５０名×１回 

③  法人後見未実施社協への事業実施に向けた個別支援（１７か所）  

④  関東甲信越静ブロック都県社協成年後見担当職員連絡会議（開催当番県） 

⑤  成年後見制度利用促進協議会の運営（県協議会１回、地区協議会７回） 

⑥  市町村中核機関及び地域連携ネットワーク整備の個別支援（１０か所） 

⑦ 三士会協議会への協力及び専門職団体との連携 随時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

３ 日常生活自立支援事業の推進  

権利侵害を受けやすい認知症高齢者や障害者が住み慣れた地域で安心・安全

な生活を送れるよう、福祉サービスの利用や日常的金銭管理などの援助（日常

生活自立支援事業）を行う。 ≪目標≫契約者数：１，２００件  

 （１）契約締結審査会の運営（年６回） 

（２）専門員・生活支援員の会議・研修の開催 

（３）リスクマネジメント機能の強化（実地調査１５か所。その他、重点地域）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

○予算額 １７１，５４２千円  
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自分がもし死んだ

ら、部屋の退去や

病院の支払いはど

うしたらよいのだ

ろう…  

≪ 身元保証に関する事業の例 ≫ 

①  日常生活支援サービス  

② 身元保証サービス 

③ 死後事務サービス 

（サービス内容） 
 

緊急時の親族への

連絡や、買い物の

手伝いなどを行う 

親族に急な連絡を

したい、お買い物

の手伝いをしてほ

しい…  

病院や施設に入り

たいが「保証人が

必要」と言われて

しまった…  

（サービス内容） 
 

医療機関や介護

施設等に入る際の

費用の支払いを保

証する 

（サービス内容） 
 

遺体の確認・引き

取り、住んでいた部

屋の原状回復など

をする 

 

【対象者のイメージ】 

・ 契約内容を理解できる方  
・ 一人暮らし等で身寄りの

ない方  
・ 入院時や施設入所におい

て保証人が立てられず、

契約できずに困っている

方等  
  

 

812 833 
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契約者数の推移

認知症高齢者
50%

知的障害者
19%

精神障害者
26%

その他
5%

契約者の割合

（Ｒ１）

令和２年２月末現在  
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 Ⅱ 福祉サービスの質の向上に向けた人材確保と育成  

 Ⅱ－１ 人材確保の推進 
 

○目 的  
福祉・介護分野における人材不足に対し、県内各地域で開催する就職相談会の

充実強化により、求職者と求人事業所のマッチングを推進する。また、シニアや

外国人等の就業支援や潜在有資格者の復職支援、修学資金等の貸付事業を実施す

ることにより、福祉分野への就業を促進し人材確保に努める。 

 

○内 容 

 １ 多様な人材確保の実現及びきめ細かな支援の実施 

 （１）福祉人材センターの活動強化 

   ≪目標≫就職確認者数 １，４００人（平成３０年度実績 1,422 人） 

①  就職フェア…一般求職者、新卒学生などターゲットを決め、時期を設定。 

②  地域就職相談会…シニア層や子育て応援求人など、地域の実情に応じたテ

ーマを設定。回数を増やし、より地域に密着した事業を展開する。 

 

 

 

 

 

   ≪目標≫新規求職登録者数 ５００人  

③  他県在住の求職者へのアプローチ【新規】 

他県で開催される就職イベントに参加し、埼玉県内への就職を促す。  
④  ターゲットに合わせた情報発信【新規】 

若い世代、シニア層、外国人等対象者に合わせて、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ＠）

やｗｅｂ広告（リスティング広告）等の様々なツールを活用した効果的なＰ

Ｒを進めるとともに、各種イベントの配信を行い、集客を図る。  
⑤  外国人の活躍促進 

定住外国人を主体として施設見学等を実施し、受け入れを希望する事業

所とのマッチングを行う。  
 

 ２ 次世代へのアプローチ 

（１）大学等との連携強化【一部新規】 
福祉業界の求人動向等の説明会や近隣施設の採用担当者との合同面談会を学  

内で開催する。また、定期的な訪問等による大学教員やキャリアセンターとの

関係づくり、連携を強化し、学生の福祉業界への就職を促す。  
≪目標≫大学生・専門学校生の新規登録者数 ５００人  

（２）介護の魅力ＰＲ隊活動の充実強化 

   学生から中高年まで幅広い年代を対象に、体験発表や介護の実演等により、

介護の仕事の魅力を発信する。 

   ≪目標≫活動回数 １２０回（令和２年１月末実績 １０３回） 

（３）福祉の仕事ガイドブックの活用による中高生への業界理解の促進 

   中学・高校生と、進路を共に考える保護者や教員 

を対象に、福祉の仕事に対する疑問や不安に応え、 

魅力をＰＲする「福祉の仕事ガイドブック」を、中 

学２年生と高校１年生全員に配布する。 

   中学生向け ６５，０００部 

   高校生向け ６０，０００部 

（４）介護等体験を活用した福祉の魅力発信 

   介護等体験事業の機会を生かし、福祉の魅力を理解した教員を増やし、小

中学生に対して、福祉の魅力を正しく知ってもらうことにつなげる。 

  ≪体験予定人数≫ ２，７５０人  
 

３ 潜在有資格者への復職支援（潜在介護福祉士、潜在保育士に対する支援） 

（１）届出制度の普及啓発 

①養成校、市町村保育担当課、介護事業所等を通じたＰＲ、普及啓発 

②求職登録者の届出促進 等 

≪目標≫介護福祉士届出数 １，０００人（令和２年 1 月末実績 831 人） 

（２）届出者に対する継続的な情報提供、復職相談などによる総合的支援 

 ①事業所の求人情報の提供 

②復職のための研修・職場体験等のイベント開催案内 等 
 
４ 福祉・介護人材の確保・就業支援に係る貸付事業  

≪目標≫介護人材確保のため貸付 新規１５０人 

保育士確保のため貸付  新規５５０人  合計７００人 

介護福祉士や保育士の資格取得を目指す学生や、離職した資格保有者等へ修

学や再就職等のための資金を貸付け、介護・保育の人材確保を図る。  
また、更なる保育士確保を目指し、週２０時間未満の勤務を希望する潜在保

育士の再就職準備金（上限２０万円）及び、未就学児を持つ保育士にベビーシ

ッター等の利用料金の一部（年１２．３万円）を新たに貸し付ける。  
≪貸付計画≫         ※就業・就職中の貸付を含む  

資金種類  
貸付枠  

人数  1 件あたり貸付額  予算額  
(1) 介護福祉士修学資金※ 322 人 830 千円 267,480 千円 

(2) 潜在介護職員再就職準備金 30 人 200 千円 6,000 千円 

(3) ①保育士修学資金※ 563 人 808 千円 455,320 千円 

   ②保育補助者雇上支援※ 35 人 2,953 千円 103,355 千円 

   ③保育士保育所復帰支援 150 人 月額保育料×1/2 37,500 千円 

   ④保育士就職準備支援 100 人 400 千円 40,000 千円 

  ⑤未就学児を持つ保育士の子どもの預かり支援事業【新規】 3 人 123 千円 369 千円 

(4) 新卒保育士就職準備金 500 人 150 千円 75,001 千円 

(5)潜在保育士再就職応援準備金【新規】 60 人 200 千円 12,000 千円 

合 計 1,763 人 ― 997,025 千円 
 
○予算額 １，１２０，６２０千円

 開催回数 対象エリア 

就職フェア ２回 全県 

地域就職相談会 １４回 １～１０市町村 

地域就職相談会の様子  

  
中 学 生 向 け   高 校 生 向 け  
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「楽しめる」レクリエーション研修  

Ⅱ 福祉祉サービスの質の向上に向けた人材確保と育成  

Ⅱ－２ 人材育成・定着の推進  
 
○目 的  

社会福祉事業従事者等を対象に研修を実施し、福祉サービスや地域福祉を支え

る人材の養成、資質向上及び職場定着を図る。また、利用者の自立支援に資する

ケアマネジメントに関する必要な知識及び技能を修得し、地域包括ケアシステム

の中で医療連携・多職種協働を実践できる介護支援専門員の養成を図る。 
 

○内 容 

 １ 社会福祉従事者等に対する研修・交流会 

 （１）新規研修【新規】 

   ① 人事考課者研修（人事評価基準の作り方、昇任・昇給制度との結び付け） 

   ② ファシリテーション研修（会議の意見集約から合意形成までのポイント） 

   ③ チームビルディング研修（多様な人材で構成されるチームのまとめ方） 

   ④ レジリエンス研修（自己肯定感の向上、ストレスのない対人関係の構築） 

   ⑤ モチベーションアップ研修（部下への効果的な声掛け方法、褒め方等） 

 （２）年間研修計画 

研修区分 定員数（人） 研修数（延日数） 

社会福祉従事者向け研修 ９，０９０ ４４本（１６６日）

福祉施設管理者向け研修 ９００ ７本（ １８日）

民生委員・児童委員研修 ３，１１３  ４本（ １０日）

障害福祉従事者研修 ５８０ ２本（ １２日）

合  計 １３，６８３ ５７本（２０６日）

（３）人材定着に向けた取組み 

  ①介護事業経営者セミナーの開催 ３００人 

  ②施設間交流研修の開催 １５０人 

  ③新任介護職員定着支援事業 ２００人 

  ④ハラスメント対策研修【新規】 ２００人 

合   計          ８５０人 

 

２ 介護支援専門員の養成 

（１）介護支援専門員実務研修受講試験事業（１０月） 

（２）年間研修計画 

 研修区分 実施時期（カリキュラム時間） 

法
定 

実務研修 ５月～８月、１月～５月（８９時間） 

更新研修及び再研修 ６月～ ７月 （５４時間） 

更新研修及び専門研修課程Ⅰ ７月～ ８月 （５６時間） 

更新研修及び専門研修課程Ⅱ ９月～１１月 （３２時間） 
 ケアマネ大学 ５月～６月、９月～１２月、１～３月 

 
○予算額 ２３１，９７５千円  
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Ⅲ  社会福祉法人をはじめとする幅広い組織との協働による事業展開   
Ⅲ－１ 広域的な取組の推進 ／ Ⅲ－２ 法人・施設の活動支援  
 
○目 的 
  社会福祉法人の適正な運営を支援するとともに、社会福祉法人相互の連携や協

働事業を促進し、地域における公益的な取組の拡大を図る。 
 

○内 容  

１ 社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の推進 

（１）県内全域 

  ・埼玉県社会福祉法人社会貢献活動推進協議会の運営＜再掲＞ 

    （彩の国あんしんセーフティネット事業、就労支援事業等） 

（２）市町村域 

① モデル事業 

     市町村社協をモデル指定し（３社協程度）、市町村域での社会福祉法人

の顔の見える関係づくりや、協働して地域課題の解決に向けた事業に取り

組む社協を支援する。 

     ≪目標≫連絡会等の設置市町村社協 １４社協（令和元年度１１社協） 

② 実践報告会（1 回）【新規】 

     地域における公益的な取組について、県域、市町村域、各法人それぞれ

の先進事例を紹介する。 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

２ 法人・施設の活動支援 

（１）施設の運営・経営に関する専門相談（経営指導事業）の実施 

   ≪相談件数見込≫ ３５０件（平成 30 年度実績 336 件） 

  ・一般相談（火～金曜日）  

  ・専門相談（毎月１回 弁護士、公認会計士、社会保険労務士による相談） 

（２）人材確保・定着応援事業 

社会福祉施設が実施する職場内研修や人材確保に関する取組みに対して 

   助成を行い、会員施設の人材確保・定着を図る。 

・助成額  ２０施設×５万円 

○予算額 ４，６５６千円  
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Ⅲ  社会福祉法人をはじめとする幅広い組織との協働による事業展開   
Ⅲ－３ 災害対応力の強化   
 

○目 的 
令和元年の台風１９号による甚大な被害への対応を受け、今後も、速やかに柔

軟な対応ができるよう、災害への備えを進めていく。 
 

○内 容 
 １ 災害ボランティアセンター運営支援 

   被災地や被災者のニーズに合致した効果的な

ボランティア活動が行えるよう、市町村災害ボラ

ンティアセンターの設置・運営の支援を行う。 

 （１）災害ボランティアセンター運営訓練の支援 

     9 都県市合同防災訓練（8 月：川口市）や市

町村社協が実施する訓練等を支援する。 

 （２）災害対応力強化研修の実施（７月） 

 （３）災害備蓄品等の把握及び活用【新規】  

市町村社協が有する災害用備蓄品（スコ 

ップや一輪車等）の情報を共有し、災害時 

に相互に活用できる仕組みを構築する。 

（４）災害時の被災地支援ボランティアバス助成（ひまわり基金）【新規】 

    ・助成額 １０社協×１０万円 

（５）災害ボランティアネットワーク（彩の国会議）、関係団体との連携 

     NPO やボランティアグループ、青年会議所（JC）等と平時から関係性を

築くとともに、具体的な連携方策について検討する。 

 （６）県内大学等との広域災害時の支援の仕組みづくり【新規】 

県内で甚大な被害が発生し、災害ボランティアセンターが開設された場

合に、多くのボランティアの参加を確保するため、県内の大学等との協定を

締結しておく。 

    ≪目標≫県内大学等との協定締結 １０校以上 
 

２ 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の体制整備 

  大規模災害の発生時に被災地で不足する福祉人材を、 

現地の要請等に基づき「災害派遣福祉チーム」として派遣 

する体制を整備する。（現在 382 名が登録済） 

（１）チーム員の資質向上 

登録時研修やスキルアップ研修の実施 

（２）登録者の拡充 

・障害、児童分野の新規登録者の拡大 

    ≪目標≫230 名（R1 実績 184 名） 

 

 

（３）チーム員対応マニュアルの作成支援 

県が作成しているＤＷＡＴの活動マニュアルの見直しに協力する。 

（４）ネットワーク会議の開催 

台風１９号における支援実績を検証し、新たな対応策等を検討するため、 

県内の福祉関係１７団体で構成するネットワーク会議を開催する。 

 

３ 市町村社協や各種別協議会との連携による支援体制の構築 

市町村社協や種別協議会の相互応援協定の仕組みも活用し、様々な組織との

ネットワークを生かした支援体制を構築する。 

（１）情報収集体制の構築【新規】 

プッシュ型の支援を実施するために、県内の被災状況を的確に確認する手 

段の構築を図るとともに、災害マニュアルの見直しや相互の連絡体制の構築 

等を行う。 

特に、台風１９号による被害への対応の教訓を生かし、以下に取り組む。 

①  連絡体制の構築 

被災日が休日の場合、連絡がつくよう市町村社協及び種別協議会会員施設 

との緊急連絡網を作成する。 

② 被災状況を確認するためのヒアリングシートの作成 

  被災時には対応に追われ、現地の正確な状況が入りにくいため、正確な情 

報が相互に把握できるよう統一したヒアリングシートを検討、作成する。 

 （２）応援体制の整備【新規】 

   被災施設が復旧するまでの間、施設利用者の受け入れやＢＣＰを睨んだ法 

人運営のサポート等を行えるよう、相互応援協定の仕組みを持つ種別協議会 

と共に、対応方策や仕組みを構築する。 

 

４ 避難確保計画及び非常災害対策計画策定の促進【新規】 

避難確保計画は、浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内にある社会福祉施 

設等のうち市町村地域防災計画に名称と所在地が定められた施設に対し、避難 

確保計画の策定と避難訓練の実施が水防法で義務付けられている。 

しかし、この避難確保計画を作成済みなのは、埼玉県では 40.6％に留まって 

いる。（全国では 35.7％） 

そのため、各種別協議会と連携し、計画のひな型について協議し、速やかな 

策定を推進する。 

 
 
○予算額 ５，６１２千円  

   

台風 19 号災害にて、家財の運び出

しを行うボランティア（東松山市） 

被災施設の利用者の  

支援を行うチーム員  
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 Ⅳ 事業展開に向けた組織基盤の強化  

 
○目  的  

自主財源を創出し、必要な予算を確保することで、安定的な財源の確保を図る。 

併せて、職員の研修受講を計画的・積極的に行うことで、知識の研鑽と人材育

成を進めるとともに、組織内連携を活性化させることで、組織基盤の強化を図

る。  

 

○内  容  

 １  経営基盤の強化  

（１）埼玉県社会福祉総合センター次期指定管理事業の獲得  

令和２年度末で指定終了となるため、次期（令和３年度から５年間）も指

定管理事業の受託獲得に向けて、これまでの指定管理４事業の実績等の分析

を行い、低コストで質の高いサービスを提案し、継続受託を実現する。  

 

（２）自主財源確保  

会員数増による会費収入の増、広告事業の拡充や自動販売機、図書販売に

よる収入増などを図り、自主財源確保に向けた取組を進める。  

≪目標≫新規会員４０件（会員総数  令和２年度末： 14,758 件）  

 

 ２  組織基盤の強化と組織内連携の活性化  

（１）職場研修等の実施  

職場研修（ OJT）、職場外研修（ OFF-JT）、自己研鑽（ SDS）などの手法

を活用しながら、本会職員の育成を進めていく。  

特に、災害対応や福祉人材確保などの福祉課題を熟知し、市町村社協や

福祉施設などの現場から頼りにされる高度な専門性を身に付けた職員の育

成を図っていく。  

≪目標≫外部研修受講８０件（平成３０年度実績  ７１件）  

 

（２）部署を超えたＯＪＴ  

他部署事業への担当課職員以外の参加など、部署の垣根を超えて業務理

解を深める機会を作る。  

 

（３）組織横断型プロジェクトの実施  

組織を横断して職員全体で取り組む必要が  

   ある次の項目について、プロジェクトチーム  

   を立ち上げて実施する。  

   ①  中期ビジョンの進捗管理  

   ②  令和３年度の事業計画策定  

   ③  創立７０周年記念誌の編纂・発行  

中期ビジョン策定に向けた  
職員ミーティングの様子  
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事業実施計画 
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Ⅰ 地域共生社会の実現                      

Ⅰ-１ 地域福祉の基盤強化 

１ 小地域福祉活動を基盤とした地域づくりの拡充   地域連携課・地域活動支援課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
 埼玉県ボランティア・市民活動センターを設置し、ボランティアへの参加意

識の醸成を図り、ボランティア活動の拡充や住民同士の支え合いを推進する。 

 

(1) ボランティア・市民活動の支援 

  市町村社協に設置される市町村ボランティアセンターの支援等を通じて、

ボランティア・市民活動の普及啓発、活性化を図る。 

① 埼玉県ボランティア・市民活動センター運営委員会 

３回（６月、１１月、２月） 

多様な機関・団体の参画を得て、ボランティア・市民活動に関する課題

を共有し、埼玉県ボランティア・市民活動センターの運営について協議す

る。 

② 市町村ボランティアセンターの機能強化 

  ア ボランティアコーディネーター新任研修 １回（４月） 

  イ ボランティアコーディネーター現任研修 １回（１２月） 

  ウ 個別支援 

③ 県域のボランティア・市民活動団体、社会福祉施設等の活動支援 

  ア 施設ボランティア受入担当者研修 １回（６月） 

  イ ホームページ、メルマガ（うぇるたまだより）、フェイスブック、マス

コットキャラクターの活用等による情報発信 

  ウ 企業等からの寄贈物品の受入の調整 

④ ボランティア等任意団体、当事者団体への助成 

個人や企業からの寄付金等を財源にした基金を活用し、サロンや子ども

食堂などの居場所づくりや見守り・外出支援、当事者の社会参加促進活動

などを行う団体、グループ等への助成を行い、地域共生社会の推進を側面

的に支援する。 

ア ひまわり基金 

地域共生社会の実現に向けた取組への助成 上限１０万円×５０団体 

 イ ふれあいの詩基金 

・障害者の社会参加を促進する活動等への助成 

 上限１０万円×２０団体 

・障害者スポーツ助成【新規】      上限１０万円×１０団体 

ウ 浦和競馬こども基金 

様々な困難を抱えた概ね２０歳未満の子どもを支援する活動への助成 

 重点テーマ  「子ども食堂（子どもの居場所づくり）の活動」 

・新規立ち上げ助成   上限２０万円 

・事業継続助成     上限１０万円   

  エ こども食堂応援基金【新規】 

    ・子ども食堂（子どもの居場所）への助成 上限１０万円×１０団体 
  
 

 

 

 

 
多様な地域課題の解決

に向けて、市町村社協ボラ

ンティアセンターの機能

が発揮されるとともに、ボ

ランティア活動者の拡充

や、企業及び社会福祉施設

等との連携・協働が促進さ

れる。 
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(2) 共生・共助つながりづくりの推進（福祉教育の推進） 

誰もが住み慣れた地域で安心していきいきと暮らす社会、次代を担う子ど

もの明るい未来の創造を目指し、県民一人ひとりが互いの多様性を認め合う

価値観や地域活動に参加する意識醸成を図り、地域での支え合いを推進する。 

① 共生・共助つながりづくりセミナー １回（１２月） 

作文コンクールの表彰をはじめ、誰もが住み慣れた地域で安心していき

いきと暮らす社会の実現に向けた取組みの実践報告を通じて啓発を図る。 

② 福祉教育の推進 

ア 福祉教育推進者研修 １回（９月） 

イ 福祉教育推進に向けた調査・研究事業 

   学習指導要領を踏まえ、学校・地域・社協との協働による福祉教育の

取組みを広げられるよう、調査による現状把握と関係者との意見交換に

より、今後のあり方を検討し、ハンドブックを作成する。 

   ・意見交換会 ２回（５月、７月） 

   ・ハンドブック「学校・地域・社協で進める福祉教育のポイント（仮

称）」の作成【新規】 

ウ 障害者スポーツを通じた福祉教育等の推進事業 

  障害者スポーツを通して、地域共生の意識醸成や障害者の理解を図る 

ため、市町村社協や競技関連団体等への調査及び情報発信を行い、啓発

運動を展開する。 

   ・アンケート調査  １回（３月） 

 ・通信（活動紹介）の発行  ３回（９月、１２月、３月） 

  ・ホームページ、フェイスブック、メールによる情報発信（随時） 

エ 小中学生作文コンクール 

  ・応募作品募集（５月）    ・審査委員会の開催（１１月） 

  ・表彰式の開催（１２月）   ・作品集作成、配布（２月） 

オ 小学校等への図書やユニバーサルデザイングッズの一体的貸出（福祉

図書デリバリー事業） 

カ 高齢者擬似体験グッズや車いす、白杖等の貸出 

キ 福祉の心を育む交流事業 

   市町村社協の仲立で、小中学校と社会福祉施設間での寄付寄贈や交流

を推進する。 

③ ボランティア体験プログラム 

地域福祉活動やボランティア・市民活動に関心を持つ県民が気軽に活動

体験できる機会を提供するとともに、事業の広報活動を行う。  

ア 広報活動（チラシ、ポスターの作成等） 

イ 市町村社協への助成 

項目 対象 助成額 

青少年健全育成 小学・中学・高校生等 １３万円 

地域実践者育成 地域住民 １３万円 

ワークキャンプ 社会福祉施設等での中学・高校生が中心 ５万円 

ウ ボランティア体験プログラム事業担当者会議 １回（１２月） 

④ ヤングボランティア交流事業 １回（１１月） 

若者世代のボランティアを対象に、活動紹介等を通じて交流を深めるこ

とにより、活動の促進を図る。 

 

 

  
共生社会の実現に向け

て、お互いの多様性を認

め、尊重し合う福祉意識の

醸成が図られ、地域活動へ

の参加が促進される。 
 
 
 
 共通のツールとして好

事例や連携のプロセスを

示すことで、各主体の働き

かけを支援することがで

きる。 
 
 
＜目標＞ 
市町村社協が実施する

障害者スポーツ交流プロ

グラム ６０メニュー 
 
 
 

＜目標＞ 
応募者 ３，５００名 
 
 
 
 
 
 
 

＜目標＞ 
体験プログラム参加者 

 ３５，０００名 
 
 
 
 
 
 
 

＜目標＞ 
ヤングボランティア 
交流会参加者 ８０名 
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⑤ 生活支援サポーターの養成と活動促進 

隣近所の“さりげない気遣い”“ちょっとした目配り”など地域に関心を

向けていただく応援者となる人としてサポーターを養成し、地域での活動

につなげる。 

  ア 養成 

・講座等の参加による養成 

 ・メッセージの提出による養成 

イ 活動促進 

生活支援サポーターのうち希望者には、住所地の市町村社協に氏名等

の情報を提供し、各市町村での活動につなげる。 

また、本会から直接認定者へ各種セミナーやメールマガジンなどを情 

報提供し、地域における担い手の拡充を図る。 

 

(3) 子ども食堂（地域の居場所）づくりの推進 

① 子ども食堂育成事業 

市町村社協ボランティアセンターの機能を活かし、子ども食堂等の子ど

もの居場所がない空白市町村での立ち上げ支援や、市町村域における関係

団体とのネットワークづくりを支援する。 

ア 市町村社協ボランティアセンターへの集中支援 

立ち上げや、活動の継続・質を高めるための研修企画、関係団体との

連携の促進等、個々の課題に応じた相談支援を行う。 

  イ 新規立上げ・拡充、ネットワーク構築等にかかる費用の助成  

助成上限額 ２０万円×５社協  

 ウ 衛生管理研修  ２回（７月～８月）【新規】 

    食の安全に係る知識の習得、調理技術のポイントを学び、衛生管理の

行き届いたこども食堂の運営を支援する。 

   対象 子ども食堂を支援する社協職員及び実践者 

 ② 子ども食堂運営団体への助成 

ア 浦和競馬こども基金（再掲） 

浦和競馬組合からの寄付金を財源に基金を運営。様々な困難を抱えな

がら頑張る子どもたちが生きる力を育めるよう、活動を支援する。 

・様々な困難を抱えた概ね２０歳未満の子どもの支援活動への助成 

  ・審査委員会 ２回（６月、２月） 

 イ こども食堂応援基金（再掲）  

    社会貢献活動等に積極的に取り組む企業等からの寄付金を財源に基金

を運営。貧困など様々な困難を抱える子どもの未来を応援するため、子

ども食堂等の子どもの居場所づくりを支援する。 

また、寄付金受付については、県民からの寄付を募る他、企業等との

連携・協働を促進し、継続した寄付の仕組みづくりを行う。 

    ・子ども食堂（子どもの居場所）への助成 

・企業等と連携・協働した寄付受付 

    

＜目標＞ 
生活支援サポーター 
  ５，０００名 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
子どもの貧困や虐待等

の問題を社会全体で取り

組む機運醸成が図られる。 
  
埼玉県及びこども応援

ネットワーク埼玉ととも

に県内８００ヶ所の子ど

もの居場所づくりを支援

する。 
また、継続した活動に不

可欠な活動資金を提供し、

活動者が安心して取り組

めるように支援する。 
 

＜目標＞ 
子どもの居場所 
 １００ヵ所増 
（323 ヵ所→423 ヵ所） 
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２ 住民活動と専門職・組織の連携・協働の推進    地域連携課・地域活動支援課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 生活支援コーディネーター養成・活動支援事業 

地域包括ケアシステム構築に向けた介護予防・生活支援サービスの充実の

ために、生活支援コーディネーター基礎研修の実施や生活支援アドバイザー

を配置し、コーディネーターの資質向上や協議体の機能促進等を支援する。 

① 生活支援アドバイザーによる生活支援体制整備支援 

 市町村や生活支援コーディネーターが活動していく中で生じる個別具体

的な課題解決のための助言を行うことにより、市町村の生活支援体制整備

を支援する。 

  ア 個別支援市町村への支援 

    支援対象市町村に対して、継続的な訪問を行い、協議体の立ち上げ方

策や活性化、住民座談会や担い手養成の企画運営にかかる情報提供や講

師対応などの支援を実施する。 

  イ 上記以外の市町村への支援 

    市町村担当者や生活支援コーディネーターからの相談に対し、他市町

村の取組事例の提供や、資料提供などを行う。 

② 養成研修等 

ア 生活支援コーディネーター基礎研修 １回×２会場（６月） 

新任者を対象に、生活支援コーディネーターの機能や役割、実践手法を

学び、生活支援体制整備事業の推進を図る。 

  イ 課題別研修 ３回×１会場（１０月～１２月） 

    生活支援コーディネーターが日頃業務の課題と感じるテーマを取り上

げ、具体的な解決につなげられるよう個々の技能向上を図る。 

ウ 市町村担当者及び生活支援コーディネーター合同研修 １回×２会場 

（７月） 

各々の役割や連携を再認識するとともに、先進事例の報告やテーマ討議

により、現状の生活支援体制整備事業を振り返り、計画的な実施を図る。 

エ 生活支援コーディネーター現場視察研修 ３回（７月～１０月） 

  住民活動の現場視察を行う機会を提供し、地域住民から直接話を聞く 

ことや参加者同士で意見交換を行うことで、住民同士の支え合い活動の 

創出・充実を図る。 

オ ブロック別連絡会議 ２回×４会場（８月、２月） 

  生活支援コーディネーター及び行政担当者の会議をブロックごとに開

催し、それぞれの取組み事例の情報共有を図り、ネットワーク形成を進

める。 

カ 指導者研修 １回（５月） 

新任及び現任の指導者を対象に、実践事例を基に指導者のスキルア

ップを図るとともに、新たな指導者の養成を図る。 

  キ 指導者会議 ３回（４月、７月、２月） 

    各研修のテーマや技術向上に向けた取組みについて、生活支援アド

バイザーとともに企画、検討を図り、各研修・会議に反映させる。 

 

(2) コミュニティソーシャルワーク（ＣＳＷ）実践者の拡充 

① コミュニティソーシャルワーク実践者養成研修 

ＣＳＷの知識・視点を持つ専門職の養成、ＣＳＷ実践の質の向上を図るた

 
各市町村における地域包

括ケアシステム構築に向

けた介護予防・生活支援サ

ービスの充実を図ること

ができる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「第２層協議体」に係る

内容など、生活支援アドバ

イザーによる相談支援を

通じ把握した課題をテー

マとし、具体的な取組み方

策を共有し、解決につなげ

る。 

 

 

 

 
近隣の生活支援コーデ

ィネーター及び行政担当

者による、日頃の情報交換

を促進することで孤立防

止が図られる。 
 
 
 
 
 
 

 
社会的孤立や制度の狭間

の問題、複合的な課題を持
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めＣＳＷ実践者研修を開催し（６月）、相談機能の向上を図る。 

② 市町村社協におけるＣＳＷ配置促進支援事業 

市町村社協が地域住民から寄せられる多様な生活課題を受け止め、解決に

つなげる支援や仕組みづくりについて実態を調査し、先進事例を紹介した冊

子の作成等を行う。  

つ方の課題解決を図るこ

とが期待できる。 
 

 

３ 地域福祉の中核となる市町村社協への支援             地域連携課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 市町村社協の運営・活動支援 

地域福祉推進の中核を担う市町村社協の運営・活動支援を行う。特に市町

村社協職員の階層別、職種別の育成支援を組織横断的、体系的に実施する。 

① 会議 

ア 常務理事・事務局長会議 ２回（５月、１月） 

イ 地域福祉担当課長会議  ２回（５月、１月） 

② 研修 

ア 新任常務理事・事務局長研修 １回（５月） 

イ 新任社協職員研修      １回（４月） 

ウ 会計研修          １回（４月） 

エ 会計初任者研修       １回（７月） 

オ 社協力アップ研修      ２回（９月～１１月頃） 

③ 調査 

市町村社協の実態把握のために取組状況を調査する。 

 

(2) 全国・関東ブロック会議への参加 

社会福祉の動向・地域福祉の課題や先駆的な地域福祉活動の情報を収集

し、事業の充実を図るともに、市町村社協への情報提供や支援を行う。 
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Ⅰ 地域共生社会の実現                       

Ⅰ-２ 相談支援体制の強化 

１ 生活困窮者の支援の取組みの強化              生活支援課・資金課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 

(1) 社会福祉法人による地域公益活動の推進 

埼玉県社会福祉法人社会貢献活動推進協議会の運営を通じて、県内の社会

福祉法人による地域公益活動の推進を図るとともに、彩の国あんしんセーフ

ティネット事業を始めとした各事業の拡充、発展を図る。 

① 社会貢献活動推進協議会の運営 

ア 運営委員会 ３回（５月、１０月、３月） 

事業計画・予算、事業報告・決算、その他重要事項を審議し決定する。 

  イ 幹事会 ５回（５月、７月、１０月、１２月、３月） 

運営委員会に付議する事項について、予め協議を行う。 

  ウ 彩の国あんしんセーフティネット事業あり方検討会議 ３回（５月、

１０月、１２月） 

社会貢献活動のより一層の発展に向け、事業の現状把握や課題の整理

等を行い、対応策や改善策を検討する。                    

  エ 推進連絡会議 ２回（６月、２月） 

    運営委員会委員や社会貢献支援員、会員施設等を対象に、事業推進に

関する情報交換や連絡調整を行う。 

  オ ブロック会議・研修 ４か所×２回（７月、２月） 

    ブロック内の会員施設、市町村社協等の情報交換や連絡調整を行う。 

② 彩の国あんしんセーフティネット事業の推進 

県内社会福祉法人が運営する施設・社協と協働し、生活困窮者に対し、

現物給付を含む相談支援事業を実施する。 

  ア 相談支援の実施（通年） 

  イ 研修・連絡会議の開催 

   ・ 相談員養成研修 ３日×１回（５月） 

   ・ 相談員専門研修 １日×２回（９月、１１月） 

・ 社会貢献支援員連絡会議 １２回（各月１回） 

③ 就労支援の実施 

就労や社会参加に支援が必要な方に対して、社会福祉法人が訓練・就労

の場を提供する。 

ア 各施設での受入の実施（通年） 

イ 就労支援担当者養成研修 ２日×１回（６月） 

就労支援担当者に必要な基本的な知識を習得する。 

ウ 事業所連絡会の開催 １日×１回（２月） 

施設間の情報共有を図り、訓練・就労を効果的に推進する。 

④ 衣類バンクの実施 

子どもの衣類を必要とする世帯に対し、保育施設などが収集した衣類等

を、当該世帯に提供する。また、衣類等を収集する過程で、支援が必要と

思われる世帯を発見した場合、相談機関につなげていく。 

ア 衣類等の収集、分別、提供（通年） 

収集した衣類を性別やサイズ別に分別した上で、衣類を必要とする世

 

＜目標＞ 

法人加入率 ３０％ 

加入法人数 ２５０ 

※中期ビジョンの指標に

基づき、令和６年度まで

の目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜目標＞ 

相談支援件数 ４００件 

現物給付件数 ３５０件 

 

 

 

 

 

＜目標＞ 

登録施設数 ４０施設 

支援件数  ４０件 

 

 

 

 

 

＜目標＞ 

実施施設数  ４５施設 

支援件数  １２０件 
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帯へ提供する。 

イ 事業説明会の実施（随時） 

衣類バンクの取組みの目的や実際の運用について、事業所に周知する

ために説明会を実施する。 

  ウ 衣類バンク事業連絡会議 １回（１０月） 

    衣類バンク事業の推進を目的に、衣類バンク事業実施施設間での情報

共有を行う。 

⑤ セブン-イレブン商品寄贈ＳＡＩＴＡＭＡプロジェクトへの協力 

セブン-イレブン・ジャパンの改装等店舗の所有する物品を、地域の生活

困窮者や子ども食堂、サロン等を行っている団体等へ提供し、地域福祉の推

進を図る。 

 

(2) 生活福祉資金貸付による経済的支援の充実 

① 貸付審査等運営委員会の開催（１２回 毎月開催） 

貸付制度の適正な運営のため、民生委員、学識経験者等による委員会を開

催し、貸付決定、償還猶予、制度運営等について意見を求める。 

② 必要な資金の貸付と相談機能の充実 

世帯再建に必要な資金貸付とするため、世帯の自立に向けた相談支援と、

不要な負債とならないよう適切な貸付を行う。 

また、生活困窮者自立支援法に基づく各種事業との連携を強化し、貸付制

度を円滑に運営するため、市町村社協や自治体等との調整を図り、より生活

困窮者に合ったきめ細やかな支援を行い、自立を促進する。 

ア 市町村社協職員向け生活福祉資金制度研修会 １回（６月） 

生活困窮者自立支援法の各種事業と連携した運用方法や活動方針等、適

正かつ円滑な制度運営のために必要な知識等について理解・共有を図る。 

イ 生活困窮者自立支援制度との連携強化 

・ 生活福祉資金貸付制度と生活困窮者自立支援制度の連携強化研修

（再掲） 

・ 連携を促すための個別支援 (再掲) 

ウ 民生委員向け生活福祉資金貸付制度説明会 １回（１０月） 

貸付制度の基礎的な内容や関連する制度・事業の活用について理解を深

め、相談支援に関わる民生委員の活動につなげる。 

エ 適切な貸付基準・運用の設定 

適切な貸付基準の設定により不要な負債を負わせない制度運用を図る。 

オ 貸付相談窓口となる市町村社協職員への支援と適切な情報の提供 

③ 債権管理の強化と償還の促進 

初期滞納者への適時の個別連絡や集中的な督促、中・長期滞納者への一斉

催告、回収見込みのない債権の迅速な免除手続きなど、段階に応じた債権管

理を実施し、より一層の償還の促進を図る。 

ア 初期督促の強化と連絡困難者調査による債権管理の重点化 

償還開始者に対し電話等による現況確認及び償還の働きかけを行う。ま

た、中・長期滞納者等のうち連絡困難者の状況を把握し、償還を促すとと

もに適切な債権管理を行う。 

イ 中期・長期滞納者への催告・調査の実施 年２回（７月・１２月） 

滞納者及び連帯保証人に対し、一斉に督促状を発送するほか、市町村社

協と連携して借受人の居住地や生活状況把握のための現況調査を実施す

る。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

自立相談支援事業実施

機関との連携を強化し、貸

付制度の適切な活用を促

進する。 
生活福祉資金より優先

する制度や、互換・補完す

る制度も併せて、世帯の自

立のための相談支援・貸付

を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
償還開始前の働きかけ

や初期滞納者に対する督

促を徹底することにより、

滞納の長期化を防ぐとと

もに債権管理を強化する

ことで償還率の向上が期

待される。 
＜目標＞ 
償還率 
総合支援資金６０％ 
その他の資金８７％ 
 
 
 

-25-



 

ウ 償還免除該当債権の適切な整理 

債務整理、死亡、行方不明等で回収見込みのない債権に対し、速やか

な免除手続きを進める。 

 

(3) 生活困窮者自立支援制度における自立相談支援事業等の発展強化 

生活困窮者自立支援法における自立相談支援事業の実施等、市町村社協に

よる積極的な事業展開促進のための支援を行う。 

① 生活困窮者自立支援事業実施機関等への支援 

ア 生活困窮者自立支援事業受託社協連絡会議 １回（１０月） 

市町村社協の取組みについて情報共有や支援方策等を協議する。 

イ 生活困窮者支援に関する研修 １回（２月） 

市町村社協や社会福祉施設が実施する相談支援事業に共通して求めら

れる知識・技術を学び、職員の相談対応力を強化する。 

ウ 生活困窮者自立支援事業実施社協個別支援（随時） 

事業受託社協からの相談対応や情報提供、個別指導を行う。 

エ 生活困窮者自立支援事業新任支援員研修 ２日（４月） 

    支援員として求められる基礎的な知識や技術を習得する。 

オ 生活困窮者自立支援事業現任支援員研修 ３日（８月～１月） 

困難事例の検討や専門知識・技術の習得により、支援員の資質向上を

図る。 

② 町村部における自立相談支援事業等の実施 

生活困窮者自立支援法に基づき、町村部の生活困窮者に対して、自立を

支援する県公募事業へ参加する。 

ア 自立相談支援事業 

相談支援員を配置し、生活困窮者が抱える課題に応じた総合相談を実

施する。 

    特に就職氷河期世代を始めとした社会参加に向けてより丁寧な支援を

必要とする方に対し、アウトリーチ等による積極的な情報把握により早

期に支援につなぐとともに、更に丁寧な訪問支援を行うことで、自立ま

での支援を強化する。 

イ 家計改善支援事業 

家計改善支援員を配置し、家計収支を改善させて生活再建を支援する。 

ウ 一時生活支援事業 

住居の無い方に一時的な衣食住を提供する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜目標＞ 
相談受付件数 
自立 １，０５０件 
家計   １００件 

 

２ 権利擁護の仕組みの充実          権利擁護センター・運営適正化委員会 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 相談事業等による権利擁護の推進 

権利擁護相談、障害者虐待に関する相談並びに障害者差別解消相談を実施

することにより、認知症高齢者や障害のある方が権利を侵害されることのな

いように支援する。 

① 権利擁護相談の実施 

認知症高齢者や障害のある方、本人やその家族等からの相談に対して、

生活相談や専門職（弁護士・司法書士）による相談援助を行う。 

ア 生活相談（月曜日～金曜日） 

イ 法律相談（水曜日、金曜日） 

  
県内に住む認知症高齢

者や障害のある方に対し、

県としての窓口で相談を

受けることにより、相談者

の疑問や不安、生活の困難

さを軽減させることがで

きる。 
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ウ 成年後見相談（第４水曜日） 

② 障害者権利擁護センターの運営 

障害者虐待防止法に基づき、使用者による障害者虐待通報・届出の受付、

障害者及び養護者への相談支援・相談機関の紹介等を行う。 

③ 障害者差別解消相談の実施 

障害者差別の解消を効果的に推進するために、障害者及びその家族等か

らの障害者差別に関する相談支援を行う。 

・障害者差別解消相談窓口：月曜日～金曜日 

 

(2) 成年後見支援事業の推進 

成年後見制度利用促進法及び成年後見制度利用促進基本計画を踏まえ、地

域における体制整備を推進する。 

① 市町村社協成年後見事業の取組支援 

市町村社協が地域連携ネットワークの中核的役割が担えるよう、法人後

見事業の実施体制整備等の取組みを支援する。 

ア 法人後見体制整備支援（通年）  

未実施の市町村を中心に、相談支援や個別訪問を行う。 

  イ 法人後見実施社協連絡会議 １回（６月） 

  ウ 法人後見支援員研修会 ２回（９月～１０月） 

エ 成年後見関係事業実施状況調査 ２回（４月、１０月） 

オ 成年後見制度の普及啓発（講師派遣、通年） 

  カ 関東甲信越静ブロック都県社協成年後見担当職員連絡会議（１０月） 

② 市町村成年後見制度利用促進体制整備の取組支援 

埼玉県や専門職団体と連携し、市町村が行う市町村計画の策定や中核機

関設置等の利用促進の取組みを支援する。 

ア 成年後見制度利用促進協議会の開催 

・県協議会(埼玉県と共催) １回(５月) 

・地区協議会(家庭裁判所管轄区域ごとに埼玉県が設置。県社協は運営 

支援。) ７地区各１回 

イ 中核機関設置等の利用促進体制整備の支援 

 埼玉県と協働し、市町村及び市町村社協の個別訪問を行う。 

ウ 三士会協議会への協力及び専門職団体との連携 

③ 「身元保証」における調査研究【新規】 

身寄りのない一人暮らし高齢者等が地域で安心して暮らし続けるために、 

身元保証等の新たな仕組づくりに向けて調査研究を行う。 

  ア 先進地区のヒアリング調査 

イ 検討会の開催  ３回(６月～１１月)  

ウ 事業実施に向けた手引きの作成 

 

(3) 日常生活自立支援事業の実施 

権利侵害を受けやすい認知症高齢者や障害者が住み慣れた地域で安心・安

全な生活を送れるよう、福祉サービスの利用や日常的金銭管理などの援助

（日常生活自立支援事業）を行う。 

① 契約締結審査会の運営 年６回 

契約の締結において、契約能力に疑義がある場合や、複雑な課題を抱える

利用者等への援助方法等に関し、医師、弁護士、社会福祉士等が助言を行う。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 法人後見を実施するこ

とで、成年後見の担い手不

足の解消の一助となる。 
各地域において権利擁

護支援の地域連携ネット

ワークや中核機関の体制

整備が進むことで、支援を

必要とする一人ひとりが

地域で安心して暮らし続

けることができる。 
 
 
＜目標＞ 
法人後見体制整備 
３２社協（３社協増） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 日常生活自立支援事業

を委託している市町村社

協職員等への支援をする

ことにより、当該業の適正

実施を図ることができる。 
＜目標＞ 
契約者数 １，２００件 
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② 会議 

各種会議を行い、最新の情報および課題等を共有し、改善策を検討する。 

ア 専門員会議 １回(２月) 

イ 地域権利擁護推進会議 １回×６ブロック(６月～７月) 

③ 研修 

専門員や生活支援員の資質の向上等を図るために研修を行う。 

ア 基礎研修（専門員、生活支援員） 各１回（５月） 

イ 専門研修（生活支援員） １回（５月～６月） 

ウ 専門研修（専門員） １回（２月） 

④ リスクマネジメント機能の強化 

事業の適正実施に向けて、計画的に市町村社協を巡回し実地調査を行う。 

  ア 実地調査（１５か所、その他重点地域） 

 

(4) 福祉サービス苦情解決事業の推進 

実施主体である県社協及び市町村社協が実施する日常生活自立支援事業の

運営を監視する。また、福祉サービスに関する利用者等からの苦情に対して

解決のため助言等の支援を行う。 

① 運営適正化委員会の開催 

運営適正化委員会を設置し、日常生活自立支援事業における運営監視を

行う運営監視合議体と福祉サービス利用者からの苦情解決支援を行う苦情

解決合議体を運営する。 

ア 全体会議     ３回(５月、９月、３月) 

  イ 運営監視合議体  ４回(５月、９月、１１月、３月) 

  ウ 苦情解決合議体 １２回(毎月) 

② 日常生活自立支援事業の運営監視 

日常生活自立支援事業の適正な運営を確保するため、県社協及び市町村

社協の事業実施状況を確認し、必要に応じて助言または勧告を行う。 

・現地調査 １６社協（６月～８月） 

③ 福祉サービス苦情相談  

利用者等からの福祉サービスに関する苦情の相談を受け付け、助言及び

事情調査、あっせん等を行う。 

・相談窓口：月曜日～金曜日 

④ 福祉サービス事業所への苦情解決支援 

ア 苦情解決巡回相談 ３か所（１１月～１月） 

過去に苦情申出を受けた事業所や希望のある事業所を対象に、苦情解

決体制や苦情対応についての状況確認や意見交換等を行う。 

イ 福祉サービス苦情解決セミナーの開催 １回（９月） 

 県社協と共催で、事業所による苦情解決を支援し、福祉サービスの質

の向上を目指すため、セミナーを開催する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 日常生活自立支援事業

に対して第三者の視点で

事業を監視することによ

り、事業の公正性を担保す

る。 
また、福祉サービス利用

者からの苦情解決を支援

することにより、福祉サー

ビス全体の質の向上が期

待できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜目標＞ 
福祉サービス苦情解決セ

ミナー参加者２００名 
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Ⅱ 福祉サービスの質の向上に向けた人材確保と育成 

Ⅱ-１ 人材確保の推進 

１ 多様な人材確保の実現及びきめ細やかな支援の実施  福祉人材センター 資金課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 福祉人材センターの活動強化 

  福祉分野への就職を希望する求職者ニーズを的確に把握し、求職活動のサ

ポート体制を整備するとともに、個別支援を充実･強化して採用者増を図る。 

① 無料職業紹介事業の実施 

ア 福祉人材無料職業紹介所（埼玉県福祉人材センター）の運営 

相談窓口：月～金 午前１０時～午後５時 

相談窓口のほか県内求人事業所及び福祉系養成校への随時訪問 

イ ハローワーク浦和・就業支援サテライト福祉人材就職コーナーの運営 

相談窓口：月～金 午前１０時～午後５時 

② 移動相談会・就職支援講座の開催 ７０回 

求職者の身近な各ハローワークにおいて開催する。 

③ 福祉人材センター運営委員会の開催 １回 

  福祉人材センターの運営を円滑かつ効果的に行うため、各福祉施設種別

協議会・就業支援機関・職能団体・福祉系養成校などの代表者を構成員と

した委員会を開催し、運営について協議する。 

④ 福祉の仕事就職フェア等の実施 

ア 福祉の仕事就職フェアの開催 ２回（７月、３月） 

  さいたま市内の会場において全県規模で求職者と求人事業所の面談機

会を提供し、事業所の特色や業務内容の説明・ＰＲを行うとともに、業

界の魅力や将来性を伝える講座等を開催する。 

イ 福祉の仕事地域就職相談会の開催 １４回 

  無資格・未経験、シニア層、出産・育児等で一度離職した中高年齢層、

地元志向などテーマを設定して対象者を絞り込み、テーマに合った広報

を仕掛けて求職者を掘り起こし、マッチングを推進する。また、回数を

増やし、より地域に密着した事業展開を行う。 

ウ 福祉の仕事ネットワーク型就職相談会の開催 ８回程度 

  地域の事業者団体や市町村社協、行政等と連携して相談会等を開催し、

地域の人材ニーズに応える。 

⑤ 福祉施設合同見学会の開催 ２回 

求職者が福祉施設の現状や仕事内容をより具体的に理解できるよう、複

数の施設を訪問して説明を受ける職場見学会を行う（１回 ２０名程度）。 

⑥ 福祉業界就職チャレンジ応援プログラムの実施 １０回 

福祉の仕事に関心がありながら、福祉分野での就業経験がないなどの理

由で一歩が踏み出せないでいる求職者等に対し、基礎知識や体験談などの

ガイダンスを開催し就職を支援する。 

⑦ 大学等との連携強化【一部新規】 

福祉業界の求人動向等の説明会や近隣施設の採用担当者との合同面談会

を学内で開催する。また、定期的な訪問等による大学教員やキャリアセン

ターとの関係づくり、連携を強化し、学生の他業界への流出を防ぎ、福祉

業界への参入を促す。 
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⑧ 福祉業界就活オープニングセミナーの開催 １回 

翌年度卒業学生等の就職活動開始時期にあわせ、仕事の魅力や将来性、

就職活動のポイントなど業界研究情報を提供し、人材確保を図る。 

⑨ 定住外国籍人材受け入れ支援事業 

就職に向けて日本語を学ぶ定住外国籍人材に対し、福祉・介護の仕事の

魅力を発信するとともに、希望者には施設見学を実施し、業界へ関心を持

っていただき、受け入れ希望事業所とのマッチングを行う。 

 ⑩ ターゲットに合わせた情報発信【新規】 

若い世代、シニア層、外国人等対象者に合わせて、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ＠）

やＷｅｂ広告（リスティング広告）等の様々なツールを活用した効果的な

ＰＲを進めるとともに、各種イベントの配信を行い、集客を図る。 

⑪ 他都県在住の求職者へのアプローチ【新規】 

他都県で開催される就職イベントに参加し、埼玉県内への求職者流入を

促す。 

 

(2) 保育士・保育園支援センターの運営 

  保育現場における質の高い人材を安定的に確保するため、保育士資格を持

ちながら従事していない方への就職を支援し、保育所の人材確保を支援する。 

① 保育園等勤務を希望する方からの相談、保育所のあっせん・紹介 

保育に関する専門知識を持つ支援員を配置し、資格を持ちながら従事し

ていない保育士等の就職相談を受け、保育所への訪問等により適切な就職

先のあっせん（マッチング）を行う。 

② SAITAMA 保育人材開拓事業との連携 

潜在保育士、人材確保に窮している保育所の情報提供を受け、マッチン

グにつなげる。 
③ 保育士登録者への情報提供 

SAITAMA 保育人材開拓事業から提供された情報提供希望者（約１，５００

名）に対し、関係する団体等が実施する再就職支援研修や就職フェア等の

情報を提供する。 

④ 保育士・保育園支援センター機能の広報 

保育所やハローワーク、行政等関係機関に対し、効果的に広報活動を行

い、保育専門就職相談窓口として認知度向上を図り、就職支援につなげる。 

 

(3) 介護人材確保・定着推進事業 

  介護保険事業所が安定したサービスを提供できるよう、新たな担い手の掘

り起しに向けた事業を実施するとともに、介護人材の定着の支援や、経営者

及び現場職員への研修を行う。 

① 介護職員初任者研修修了者への働きかけ 

就業に結びつけるため、研修修了者に対しセンターの利用案内、求職活

動のアドバイス等を行う。また、介護の魅力ＰＲ隊の中でも、ベテラン職

員の隊員とともに訪問し、中高年層・転職者などへの働きかけを強める。 

② 介護事業経営者セミナーの開催 ４回 

経営者又は管理者を対象に、採用後の育成・定着のためのキャリアパス、

待遇改善の必要性等を伝えるセミナーを開催する。 

③ 施設間交流研修の開催  

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、訪問介護事業所等の若手介

護職員が所属を越えて、地域における新たな事業所連携と仲間づくりが
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できるよう、埼玉県介護職員しっかり応援プロジェクト構成団体の協力

による研修会を開催する。 

④ 新任介護職員定着支援事業 

埼玉県が実施する「介護職員合同入職式」後の取組みとして、以下の介

護職員対象に研修と交流イベントを実施し、新任介護職員の横の繋がりを

構築し、早期離職を防止する。 

ア 実務経験１年未満の介護職員  

イ 実務経験１年以上３年未満の介護職員 

⑤ ハラスメント対策研修【新規】 

介護職員向けに、ハラスメント対策に関する研修を実施することで、職

員の定着を図る。 

⑥ 介護人材バンク事業 

資質向上のための研修や家族の看護・介護等の多様な働き方に合わせ、

短期休暇を取得しやすい職場環境の整備を促進するため、短期の就労も希

望する求職登録者をデータ化し、即時紹介できる体制を整備する。 

⑦ 潜在介護福祉士復職支援事業 

介護福祉士等有資格者の届出制度の普及啓発を行うとともに、届出者に

対し最新の福祉情報の提供を行う。 

また、資格を持ちながら介護の現場で働いたことのない方や離職された

方の再就職を支援する。 

 

(4) 福祉・介護人材の確保、就業支援のための貸付事業の実施 

① 介護福祉士修学資金等貸付事業 

ア 介護福祉士修学資金貸付事業 

県内の介護福祉士の指定養成施設に在学し、資格取得を目指す学生に

対する修学資金を貸し付ける。 

イ 潜在介護職員再就職準備金貸付事業 

    一定の介護職員経験を有する離職者に対し、介護職員として再就職す

る際に必要となる準備金を貸し付ける。 

② 保育士修学資金貸付等事業 

ア 保育士修学資金貸付事業 

保育士の指定養成施設に在学し、資格取得を目指す学生に対する修学

資金を貸し付ける。 

イ 保育補助者雇上支援事業 

保育士の雇用管理改善や労働環境改善に積極的に取組む保育事業者に

対し、保育士資格を持たない保育補助者の雇上に必要な費用を貸し付け

る。 

ウ 保育士保育所復帰支援事業 

保育士が保育所へ新たに勤務または育児休業から復帰する場合、その

保育士の児童の一部保育料を貸し付ける。 

エ 保育士就職準備支援事業 

保育士有資格者または離職した保育士が再就職する際に必要となる準

備金を貸し付ける。 

オ 未就学児を持つ保育士の子どもの預かり支援事業【新規】 

       保育所等に勤務する未就学児を持つ保育士に対してベビーシッター等

を利用する際の利用料金の一部を貸付 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 貸付予定人数 
ア ３２２名 
イ    ３０名 
 
 
 
 
 
② 貸付予定人数等 
ア    ５６３名 
イ  ３５保育所 
ウ  １５０名 
エ  １００名 
オ    ３名 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-31-



 

③ 新卒保育士就職支援事業【新規】 

県内私立保育所等に就職する新卒保育士に就職準備金を貸し付ける。 

④ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 

高等職業訓練給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格の

取得を目指すひとり親家庭の親に対する入学準備金、就職準備金を貸し付

ける。 

⑤ 児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業 

児童養護施設等を退所し、就職または進学し、生活基盤の確保が困難な

状況にある方に対する生活費や家賃相当額、資格取得費等を貸し付ける。 

⑥ 介護福祉士等修学資金貸付事業 

介護福祉士等の資格を取得するために指定養成施設に通うための修学資

金を貸し付けた修学生の債権管理を行う。 

③ 貸付予定人数 
５００名 
④ 貸付予定人数 
入学準備金 ２２８名 
就職準備金 １９３名 
 
⑤ 貸付予定人数 
生活費支援費  ３８名 
家賃支援費   ３４名 
資格取得支援費３５名 

 

２ 次世代へのアプローチ                  福祉人材センター 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 「福祉の仕事」学校教育連携事業 

① 福祉の仕事魅力発見事業 １回 

高校生・保護者及び進路指導教諭が、複数の福祉現場の様子を見たり、

職員から仕事の魅力ややりがいについて直接話を聞いたりすることで、将

来的な福祉の担い手の掘り起こしにつなげる施設見学会（体験ツアー）を

行う。 

② 出張介護授業 

中学・高校生に対し「出張介護授業」（出前講座）として、介護の仕事の

内容や福祉の仕事の魅力について、体験を通して伝える。 

 

(2) 中学生高校生・保護者向け福祉の仕事ＰＲ事業 

中学生や高校生とその進路選択をともに考える保護者、教員等を対象に、

福祉の仕事全般のガイドブックを配布し、魅力等をＰＲするとともにネガテ

ィブな印象や不安を解消し、将来的な福祉人材の確保を図る。 

 

(3) 介護等体験事業を活用した福祉の魅力発信 

  介護等体験事業の機会を生かし、福祉の魅力を理解した教員を増やし、小

中学生に対して、福祉の魅力を正しく知ってもらうことにつなげる。 

① 介護等体験受入調整業務 

教員免許取得希望の学生に対し、県内福祉施設・事業所での介護等体験

の実施に係る調整業務を行う。 

８０大学、４００施設予定 

② 学生向け事前セミナーの開催 １回（３月） 

体験を希望する学生に対し、準備すべきこと、心構え等を説明し、事前

の理解を深めることを目的とする。 

③ 大学及び社会福祉施設の担当者向け実務説明会の開催 各１回（１１月） 

体験学生を送り出す大学や受け入れる施設の担当者に、相互が抱える運

営上の課題点等を共有化することで、充実した体験事業につなげる。 
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Ⅱ 福祉サービスの質の向上に向けた人材確保と育成 

Ⅱ-２ 人材育成・定着の推進 

１ 社会福祉施設職員等の資質向上                  福祉研修課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 社会福祉従事者に対する階層や能力に応じた研修 

（研修本数：４４本 定員数：９，０９０名） 

福祉施設の職員が階層や能力に応じたスキルアップを図れるよう、効果的

な研修の実施と受講を促し、福祉サービスの質の向上に向けて知識・経験を

兼ね備えた職員の育成と定着を目指す。 

 ① 福祉経験の浅い職員に対する研修 

新規採用職員や中途採用職員に対する職務遂行のための基礎的研修 

「初任者キャリアパス研修」「初任者向けパック研修」 

「新任職員フォローアップ研修」「接遇研修」 等 

② 若手職員に対する研修 

早期離職防止のためのモチベーション向上やストレスマネジメントに係

る研修 

「チューター養成研修」「クレーム応対研修」 

「アンガーマネジメント研修」 等 

【新規研修】 

「レジリエンス研修」 

③ 中核的職員（キーパーソン）に対する研修 

各施設のキーパーソンとなる職員に対する多様な人材で構成される職員

をまとめるチームリーダースキルの養成を図る研修 

「中堅職員キャリアパス研修」「スーパービジョン研修」 

「次世代リーダー養成研修」 等 

【新規研修】 

「ファシリテーション研修」「チームビルディング研修」 

「部下のモチベーションアップ研修」 

④ 福祉未経験者に対する研修 

福祉に初めて携わる中途採用職員に対する福祉職員としてのキャリア形

成を目指す研修 

「福祉未経験者向け研修」 

⑤ 専門分野に特化した研修 

福祉職員に対して更なる知識向上を促し、スキルに加えて専門職として

のプライドを醸成する研修 

「感染症専門研修」「摂食嚥下リハビリテーション実践研修」 

「社会福祉援助技術ステップアップ研修」「認知症ケア専門研修」 等 

     

(2) 民生委員・児童委員、主任児童委員に対する研修 

  （研修本数：４本 定員数：３，１１３名） 

地域の福祉課題、生活課題が多様化するなか、適切な情報提供や相談援助

活動が行えるよう、活動の一層の支援を図る研修を開催する。 

 「民生委員・児童委員協議会会長・副会長研修」 

「民生委員・児童委員課題別研修」「主任児童委員研修」 

 
 
「若手職員の基礎力強

化」、「キャリアに応じた実

践力の習得のための中核

的職員の養成」「組織の価

値を高めるためのマネジ

メント層の意識改革」を基

本方針とし、新規研修５本

を含む５１本の研修を実

施することにより、職員の

スキルアップや事業者の

業務改善を促して福祉人

材の確保・定着につなげ

る。 
また、継続して実施する

研修については、受講状況

に応じて回数や定員を見

直す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域の状況を踏まえ、

様々な課題への対応を習

得することが出来る。 
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「民生委員・児童委員・主任児童委員新任研修」 

 

(3) 障害福祉従事者等に対する研修（研修本数：２本 定員数５８０名） 

強度行動障害を有する方に対し、適切な支援を行う職員の人材育成を目的

に開催する。 

  「強度行動障害支援者養成基礎研修」「強度行動障害支援者養成実践研修」 

 

(4) 福祉研修委員会の開催 １回 

効果的な研修方法やカリキュラムについて検討するため、社会福祉施設・

団体関係者、行政機関等の代表者を構成員として開催する。 

 
 
 
強度行動障害を有する

者への適切な支援を行う

ことが出来る。 

 

２ 福祉施設の価値向上と定着支援          福祉研修課・福祉人材センター 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 施設の環境整備支援 

職員が安心して生き生きと仕事ができる職場環境を整えて職場定着を促す

ため、施設（管理者）に対する生産性向上等についての支援を充実する。 

① 管理職等に対する定着支援研修（研修本数：７本 定員数：９００名） 

人材育成や業務改善に係る研修を充実し、職場環境の改善を促す。 

「人材育成研修」「外国人雇用に向けた研修」「人事管理者研修」 

「自立支援介護導入に向けた実践的研修」「労務管理者研修」 等 

【新規研修】 

「人事考課者研修」 

 ② 生産性向上を図るための支援 

   業務の切り分けや、介護ロボット等に代表されるような最新のＩＣＴ活

用等の施設における生産性向上に資する要素を各研修に取り入れる。 

 

(2) 福祉人材定着の取組み 

福祉人材の職場定着を目的に、経営者向けのセミナーや職員同士の横の繋

がりを作るための交流会を実施する。 

① 介護事業経営者セミナーの開催 ４回（再掲） 

経営者又は管理者を対象に、採用後の育成・定着のためのキャリアパス、

待遇改善の必要性等を伝えるセミナーを開催する。 

 ② 施設間交流研修の開催（再掲） 

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、訪問介護事業所等の若手介護

職員が所属を越えて、地域における新たな事業所連携と仲間づくりができ

るよう、埼玉県介護職員しっかり応援プロジェクト構成団体の協力による

研修会を開催する。 

 ③ 新任介護職員定着支援事業（再掲） 

埼玉県が実施する「介護職員合同入職式」後の取組みとして、以下の介

護職員を対象に交流イベントを実施し、新任介護職員の横の繋がりを構築

し、早期離職を防止する。 

 ア 実務経験１年未満の介護職員 

 イ 実務経験１年以上３年未満の介護職員 

 ④ ハラスメント対策研修【新規】（再掲） 

介護職員向けに、ハラスメント対策に関する研修を実施することで、職

員の定着を図る。 
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３ 介護支援専門員の養成と資質の向上            ケアマネジャー業務課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 介護支援専門員自主研修事業 

ケアマネ大学 ５日×３日程（５月～６月、９月～１２月、１月～３月） 

平日の研修に参加しにくい介護支援専門員を対象に、土日中心の研修を小

規模で開催する。主にケアマネジメントプロセスにおける課題に焦点を当

て、資質向上を支援する。 

 

(2) 介護支援専門員実務研修受講試験事業 

県から試験実施機関として指定を受け、介護支援専門員実務研修受講希望

者に対して、事前に介護保険制度や福祉、保健等に関する必要な基礎知識等

を有することを確認するための試験を実施する。 

 

(3) 介護支援専門員実務・更新・再研修事業 

① 実務研修：令和元年度合格者（５月～８月） 

令和２年度合格者（１月～５月） 

実務研修受講試験の合格者に対し、介護支援専門員としての必要な専門

的知識及び技能を修得させる実務研修を実施する。（計８９時間） 

② 更新研修及び再研修（６月～７月） 

実務未経験者の資格更新研修、資格有効期限が過ぎた者の再研修を実施

する。（計５４時間） 

 

(4) 介護支援専門員更新・専門研修事業 

実務従事者の資格更新研修と、従事期間に応じた専門的な研修を実施する。 

① 更新研修及び専門研修課程Ⅰ（７月～８月） 

専門知識や技能を習得し、専門性を高め資質向上を図る。（計５６時間）

ア 更新研修（実務経験があり、資格有効期間満了が概ね１年以内の者） 

イ 専門研修課程Ⅰ（原則実務に従事し、就業後６か月以上の者） 

② 更新研修及び専門研修課程Ⅱ（９月～１１月） 

実践事例の検討等を通して実務の振り返りを行い、対象者の疾病や生活

状況に応じて医療連携・多職種協働が実践できる知識・技術を修得し、資

質向上を図る。（計３２時間） 

ア 更新研修（実務経験があり、資格有効期間満了が概ね１年以内の者） 

イ 専門研修課程Ⅱ（原則実務に３年以上従事し、専門研修課程Ⅰ修了後

の者または２回目以降の更新を行う者） 

 
経験度別のカリキュラ

ム実施の要望を受け、新人

向け・中堅向け・実践者向

けのコース設定で実施す

る。 
 
新制度での３年目の試

験となる。 
＜予定受験者数＞ 
２，０００名 
令和元年度の試験合格

者の研修が年度を超えて

の開催となるため研修日

数が増加する。 
＜実務研修予定受講者数＞  
令和元年度４６０名 
令和２年度４６０名 
 
 
更新対象者が減少するた

め、研修受講者も減少す

る。 
＜更新研修予定受講者数＞  
専門ⅠⅡ：４０３名 
専門Ⅰ ：１１６名 
専門Ⅱ  ：７５５名 
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Ⅲ 社会福祉法人をはじめとする幅広い組織との協働による事業展開 

Ⅲ-１ 広域的な取組の推進 

１ 地域における公益的な取組を中心とした展開の促進   地域連携課・施設業務課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 市町村域での地域における公益的な取組促進事業 

① モデル事業 

市町村社協をモデル指定し、市町村域での社会福祉法人の顔の見える関

係づくりや協働で地域課題の解決に向けた事業に取り組む社協を支援する

（３社協程度） 

② 実践報告会 

県内で取り組まれている様々な「地域における公益的な取組」の実践報

告会を開催し、好事例を波及させ、県内の社会福祉法人の意識啓発や地域

の実践につなげる。１回（９～１１月） 

 
 
 
 
 
県内社会福祉法人の意

識啓発や全体のモチベー

ションの底上げを図るこ

とで取組みを継続発展さ

せる。 
 

Ⅲ 社会福祉法人をはじめとする幅広い組織との協働による事業展開 

Ⅲ-２ 法人・施設・団体等の活動支援 

１ 市町村社協連絡会の運営                     地域連携課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 市町村社協連絡会の運営 

市町村社協相互の連携と協力のもと、社協運営及び事業に関する連絡調整

や研修、研究等を行う。 

① 総会、理事会の開催 

② 企画委員会・部会の開催 

③ 研修会（研究集会、役員研修会等）の開催 

④ 助成事業の実施 

⑤ ブロック活動の推進 等 

 

 

 

２ 民生委員・児童委員活動等への支援          地域連携課・福祉研修課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 民生児童委員・保護司連絡会の運営 

  民生委員・児童委員及び保護司の活動の支援を通して、地域福祉活動の強

化を図る。 

① 民生児童委員、保護司連絡会議 １回（２月） 

民生委員・児童委員と保護司が連携して、必要な情報を共有し、地域の

福祉課題の把握と支援活動方策を協議する。 

② 民生児童委員、保護司連絡会研修会 １回（２月） 

民生委員・児童委員と保護司合同の研修会を開催し、当面する地域課題

に対する現状と課題等を共有し、活動の推進を図る。 

 
民生委員・児童委員及び

保護司の活動の支援を通

して、地域福祉活動の強化

を図ることができる。 
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(2) 保護司活動への支援 

埼玉県保護司会連合会、埼玉県更生保護観察協会への活動費助成を行う。 

 

 

３ 社会福祉施設種別協議会の活動支援                施設業務課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 社会福祉施設種別協議会、団体の事務受託 

７施設種別協議会と１職能団体の事務を受託し、各施設種別協議会の活動を

支援する。 

① 施設種別協議会（７団体） 
社会福祉法人経営者協議会、救護施設連絡協議会、乳児施設協議会、児童

福祉施設協議会、母子生活支援施設協議会、保育協議会、発達障害福祉協会 
② 職能団体（１団体） 

保育士会 

 

(2) 社会福祉法人経営者協議会との連携と活動支援 

経営基盤確立のために、経営や人材育成に関する専門的研修、調査研究、経

営（福祉動向）情報の提供、経営相談を実施する。また、社会福祉法人制度改

革（地域公益活動など）への対応を目的にセミナーを実施する。 

① 正副会長・委員長・部会長会議、理事会、総会の開催 

② 経営協セミナー、社会福祉法人役員・管理者研修等 

③ 調査研究・情報提供の実施 

④ 経営相談事業の実施（再掲） 

⑤ 青年経営者の育成 

 

(3) 救護施設連絡協議会との連携と活動支援 

各施設との連絡調整及び連絡会議や研修会等を開催する。 

① 運営会議の開催 

② 関東地区救護施設研究協議会の開催 

 

(4) 乳児施設協議会との連携と活動支援 

各施設の連絡調整、関係機関との情報交換等の活動を推進する。 

① 運営会議、関係機関との連絡会議の開催 

 ② 予算対策の実施 

 

(5) 児童福祉施設協議会との連携と活動支援 

児童養護施設等の機能強化のために、施設長、職員の研修を開催するととも

に、関係する行政機関や専門職との情報交換や予算対策、調査研究活動、人材

確保・育成を推進する。また、子ども・施設サポート委員会の運営を行う。 

その他、社会的養育推進計画の推進に関して、養育を担う関係団体との連絡

会議を行う。さらに、社会的養育を担う関係団体とともに、県虐待禁止条例に

基づき、研修及び派遣事業を行う。 

① 施設長会議、児童相談所長・副所長・自立援助ホーム連絡協議会との連

絡会議等の開催 

② 委員会の運営 
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③ 調査研究活動の実施 

④ 子どもの権利擁護・施設運営支援事業の実施（子ども･施設サポート委

員会の運営） 

⑤ 予算対策の実施 

⑥ 施設長・職員研修の開催 

⑦ 第２１回児童福祉施設親善球技大会の開催 

⑧ 松山基金の運営（進学支度金助成） 

⑨ 関東ブロック児童養護施設長研究協議会実行委員会の開催 

 

(6) 母子生活支援施設協議会との連携と活動支援 

各施設との連絡調整及び協議会が行う実務研修会、支援・運営向上委員会等

の活動を推進する。 

① 施設長会議の開催 

② 職員研修、視察研修の開催 

③ 予算対策の実施 

 

(7) 保育協議会・保育士会との連携と活動支援 

＜保育協議会＞ 

保育所長や保育士の専門性向上のための研修の開催、保育関係予算の確保活

動、多様な保育ニーズに対応するための保育サービスのあり方に関する情報交

換や調査研究、広報活動を推進する。 

① 正副会長会議、理事会、評議員会の開催 

② 部会、委員会の運営 

③ 施設長、保育士等研修の開催 

④ 予算対策の実施 

⑤ 広報誌の発行 

⑥ 地区保育協議会の運営支援 

⑦ 県内保育関係団体との連携・研修等の開催 

 

＜保育士会＞ 

保育（児童福祉）について諸問題を研究し、保育士の資質向上並びに地位の

向上、保育内容の充実に向けた取組み、さらには相互連携や親睦を推進する。 

① 正副会長会議の開催 

② 部会の開催 

③ 調査・研究活動の推進 

④ 広報誌の発行 

⑤ 研修会、視察研修の開催 

⑥ 地区保育士会の運営支援 

⑦ 一日保育士運動の推進 

⑧ 成長の記録の頒布 

⑨ 創立６０周年記念事業の実施 

 

(8) 発達障害福祉協会活動との連携と活動支援 

新しい障害者施策への対応や、知的障害児･者施設のサービスの向上を目的

に連絡調整等の活動を推進する。 

① 正副会長会議、理事会、評議員会の開催 

② 部会、委員会、各種会議の運営 
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③ 利用者部会の運営（利用者の交流･親睦） 

④ 研修・セミナーの開催（テーマ別・階層別の各種研修等） 

⑤ 予算対策の実施 

⑥ 調査研究活動の実施 

⑦ 情報誌の発行 

 

 

４ 法人機能の強化支援                       施設業務課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 社会福祉施設連絡会の運営 

社会福祉施設関係１０施設種別協議会代表者により構成し、各施設種別に共

通する課題への対応や県社協事業との調整、情報交換等を行う。 

① 連絡会の開催 ３回（６月、１０月、２月） 

社会福祉施設の運営及び事業に関する連絡提携を図り、福祉人材の確保や

社会福祉法人制度改革など各種課題に対しての協議、情報交換を行う。 

② 情報の提供（ホームページの運営） 

県社協が事務局を担う各社会福祉施設種別協議会のホームページを

リニューアルし、会員への情報提供を行う。 

 

(2) 社会福祉施設経営指導事業の実施 

法人運営や経営の改善、課題解決を図るとともに、社会福祉法人制度改

革に適切に対応できるよう、相談事業を実施する。 

① 社会福祉法人、施設の運営・経営に関する専門相談の実施 

ア 一般相談（火～金） 

社会福祉法人や施設運営、経営全般に関する相談を実施する。 

イ 専門相談（毎月１回） 

法律問題、会計・経理、労務管理等について、弁護士、公認会計士、社

会保険労務士による専門相談を実施する。 

② 社会福祉施設経営指導連絡協議会の開催 ３回（７月、１１月、３月） 

社会福祉施設の運営、経営に関する相談機能の向上を図るために、県福祉

部関係各課、社会福祉法人経営者協議会とともに、経営相談事業の課題とそ

の対策について協議し、情報の共有を図る。 

 ③ 会計・財務個別相談会（再掲） 

 

(3)人材確保・定着応援事業 
社会福祉施設が実施する職場内研修や人材確保に関する取組みに対して助

成を行い、会員施設の人材確保・定着を図る。 

助成施設数 ２０施設 

  助成上限額  １施設 ５万円 

 
(4) 社会福祉施設種別協議会との連携 

施設種別協議会との共催により各種の大会等を開催する。 
① 関東地区救護施設研究協議会（再掲） 

令和２年９月１６日（水）～１７日（木） ラフレさいたま 

② 第２１回児童福祉施設親善球技大会（再掲） 

令和２年８月 行田市総合公園 
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５ 社会福祉活動者・福祉団体等の支援      企画総務課・生活支援課・資金課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 埼玉県社会福祉大会の開催（１１月） 

県内社会福祉関係者の総意を結集し、社会福祉の諸課題に取り組む決意を

新たにするとともに、社会福祉事業功労者を表彰し功績をたたえる。 

 

(2) 新年賀詞交歓会の開催 

県内の社会福祉関係者が一堂に会し交流を深めるとともに、地域福祉の更

なる推進を図る。 

 

(3) 福祉団体等の活動支援 

福祉関係機関、団体等が行う会議、大会、行事等に協力する。 

 

(4) 埼玉県障害者福祉資金貸付事業 

障害者施設の新規開設又は既存施設の改修などをする際に必要な貸付を行

い、障害者の生活の安定及び向上並びに社会参加の促進を図るとともに、貸

付中債権の管理を適切に行う。 

 

 

Ⅲ 社会福祉法人をはじめとする幅広い組織との協働による事業展開 

Ⅲ-３ 災害時対応の強化 

１ 災害時相互支援体制の構築            地域活動支援課・施設業務課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 災害派遣福祉チームの体制整備 

大規模災害の発生時に被災地で不足する福祉人材を現地の要請等に基づき

「災害派遣福祉チーム」として派遣する体制を整備する。 

① チーム員向けに登録時研修（１回）やスキルアップ研修（２回）の 

開催、県外研修等への派遣 

② チーム員の登録管理 

③ ネットワーク会議の開催協力 

④ チーム員対応マニュアルの作成協力 

⑤ チーム員の派遣可否確認、派遣計画作成 

 

(2) 災害ボランティア支援ネットワーク（彩の国会議）等との連携 

ＮＰＯやボランティアグループ、青年会議所（ＪＣ）、大学等と平時からの

関係性を築くとともに、連携方策について検討する。 

 ① 災害ボランティア支援ネットワーク（彩の国会議）への参加 

 ② 日本青年会議所関東地区埼玉ブロック協議会との情報共有 

 ③ 県内大学等との広域災害時の支援の仕組みづくり【新規】 

 

 
＜支援チーム員数＞ 
３８２人 
（令和元年度末現在） 
＜目標＞ 
障害、児童分野の新規登録

者の拡大２３０名 
（R1実績１８４名） 
 
 
 
 
 
 
 
＜目標＞ 
県内大学等との協定の締

結 １０校以上 
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２ 災害発生時の応急対策・復旧対策の取組み    地域活動支援課・施設業務課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 災害ボランティアセンター運営支援 

災害が頻発する状況で、被災地に迅速かつ、被災者のニーズに合致した効

果的なボランティア活動が行えるよう、災害ボランティアセンターの設置・

運営に関する研修や訓練等を通じて災害時の対応力を強化する。 

① 災害ボランティアセンター運営訓練の支援 

九都県市合同防災訓練（川口市：８月）及び市町村社協からの依頼に応

じて講師対応等の支援を行う。 

② 災害対応力強化研修 １回（７月） 

③ 災害備蓄品等の把握及び活用【新規】 

市町村社協が有する災害用備蓄品の情報を共有し、災害時相互に活用で

きる仕組みを構築する。 

④ 災害時の被災地支援ボランティアバス助成（ひまわり基金）【新規】 

市町村社協が実施する「災害時のボランティアツアー（バス運行）」にか

かる費用を助成する。 

助成額 上限１０万円×１０市町村社協 

 

(2) 災害時の復旧助成（ひまわり基金） 

被災した社会福祉施設・事業所の施設機能の回復と利用者支援体制の継続

を図るため、機材、備品等の修理・修繕等の費用を助成する。 

助成額 上限１０万円×２０施設・事業所 

 

(3) 社会福祉施設の災害体制整備 

① 社会福祉施設災害研修 １回（７月）【新規】 

災害時に利用者の安全確保、安定的なサービス提供、事業継続、福祉避

難所の運営等を円滑に行えるよう、社会福祉施設における災害時対応や平

時の準備について学ぶ。 

② 避難確保計画及び非常災害対策計画策定の促進【新規】 

浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内にある社会福祉施設等のうち市 

町村地域防災計画に名称と所在地が定められた施設に対し、水防法で義務 

付けられている避難確保計画の策定と避難訓練の実施が推進されるよう、 

各種別協議会と連携し、計画のひな型について協議し、速やかな策定を支 

援する。 

 

 

 

３ 県社協における災害時体制の整備          企画総務課・財務管理課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 災害時行動基準の整備・研修と災害備品管理 

近年多発する災害に備え、本会災害時基本行動マニュアルの更新を行うと

もに、職員向けに研修を実施することで共有化を図る。 

また、災害が発生した場合、彩の国すこやかプラザ来館者や職員に最低限

の食料等を配布できるように、既存の備蓄品の入替えをするとともに、不足

する物品の購入を行う。 
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Ⅳ 基金の運営と助成による支援 

 地域活動支援課・施設業務課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) ひまわり基金助成事業の実施（再掲） 

個人や企業からの寄付金を基金に積み立て、地域共生社会の実現に向けて、

住民主体の生活支援活動や支え合いの取組みの推進を図る。また、災害によ

り被災した社会福祉施設等の速やかな復旧を図る。 

① 団体助成 

ア 地域共生社会づくり活動助成 

  イ 活動環境整備助成 

② 災害復旧助成 

③ 災害時の被災地支援ボランティアバス助成【新規】 

 

(2) ふれあいの詩基金助成事業の実施（再掲） 

個人や企業からの寄付金を基金に積み立て、ノーマライゼーションの意識

醸成及び障害者の社会参加促進のため、当事者団体やボランティアグループ

等が行う障害者の社会参加促進活動や交流事業などを支援する。 

① 助成事業 

ア 障害者の社会参加促進活動等への助成 

イ 障害者スポーツ助成【新規】 

② 審査委員会 ２回（７月、１２月） 

 

(3) 松下福祉基金事業 

国内外の福祉事業を学ぶ研修を実施し、職員の定着や意欲向上、交流を図る。 

① 運営委員会の開催 ２回（６月、８月） 

基金を活用した海外派遣研修及び国内視察研修事業の企画・運営と、民間

社会福祉施設従事者の福利厚生の増進を図る事業検討を行う。 

② 海外派遣研修の実施 １回（１１月） 

民間社会福祉施設で勤続１５年以上の職員を海外福祉先進国に派遣する。 

③ 国内視察研修の実施 ２回（９月～１０月） 

民間社会福祉施設で勤続５年以上１０年未満の中堅職員を対象に、国内

の先駆的な取組を行う施設の視察を行う。 

 

(5) 浦和競馬こども基金助成事業の実施（再掲） 

 

(6) こども食堂応援事業助成事業の実施（再掲） 
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Ⅴ 事業展開に向けた組織基盤の強化 

１ 役員会の円滑な運営                       企画総務課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 理事会の開催 

① 第２９７回理事会 

 令和２年４月１日（水）副会長の選任等 

② 第２９８回理事会 

 令和２年５月２６日（火）令和元年度決算・事業報告等 

③ 第２９９回理事会 

令和２年１１月４日（水）令和２年度上半期事業報告等 

④ 第３００回理事会 

令和３年３月１７日（水）令和３年年度予算・事業計画等 

 

(2) 評議員会の開催 

① 第２４７回評議員会 

令和２年６月１２日（金）令和元年度決算・事業報告等 

② 第２４８回評議員会 

令和２年１１月１３日（金）令和２年度上半期事業報告等 

③ 第２４９回評議員会 

令和３年３月２６日（金）令和３年度予算・事業計画等 

 

(3) 監査の実施 

① 令和元年度監査 

令和２年５月１５日（金）事業報告・決算に関する監査 

② 令和２年度中間監査 

令和２年１０月２７日（火）上半期事業の実施状況等に関する監査 

 

 

２ 社会福祉総合センターの管理運営  企画総務課・財務管理課・地域活動支援課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 彩の国すこやかプラザの管理運営 

指定管理者として、これまで培った事業運営のノウハウや関係団体とのつ

ながりを活かし、彩の国すこやかプラザの適正かつ効果的な管理・運営を行

う。 

① 会議施設等の貸館業務 

条例等の各種規則を遵守し、県民の平等な利用を確保するとともに、利

用者が満足し、繰り返し利用してもらえるよう快適な貸館業務を行う。 

② 建物及び設備の計画的な維持・管理 

利用者が安心・快適に利用できるよう、清掃や警備、修繕などの建物管

理、機械・設備の保安を適切に実施する。 

③ 特別支援学校実習生の受入れ 

彩の国すこやかプラザ清掃の委託業者に協力いただき、障害者の実習機

会の場として会館清掃を実施する。 

 

 

 
 
 
 
＜目標＞ 
会議室稼働率 ８１．０％ 
利用者満足度 ９０．０％ 
 
 
 
＜実施見込＞ 
年８回、各２週間 
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(2) 福祉情報センターの運営 

県民や福祉従事者等が必要とする福祉情報の発信や図書等の貸出を通じ

て、福祉への理解促進、福祉教育の推進及び専門知識やスキルの向上を支援

する。 

① ホームページによる情報発信と図書・映像資料の貸出 

県民及び福祉関係者に対し、福祉サービスの利用に関する情報や各種イ

ベントなどの福祉情報をホームページでタイムリーに提供するとともに、

利用者から要望の高い図書やＤＶＤの貸出資料を充実させ、福祉への理解

促進、福祉教育の推進及び専門知識やスキルの向上支援を図る。 

 ② 小学校への図書デリバリー事業の展開（再掲） 

 ③ アートギャラリー等協働事業の開催 

 

(3) 介護すまいる館の運営 

福祉用具の展示及び相談を実施するとともに、福祉関係者向けの研修や最

新の福祉用具の展示など積極的な情報提供を行い、高齢者の自立支援、介護

者等の負担軽減、福祉従事者の専門性の向上につなげる。 
① 福祉用具の利用支援業務 

増加する認知症高齢者の介護負担の軽減を図るため、個別相談ブース

での相談受付や認知症関連の福祉用具展示などを行う。また、介護ロボ

ットの展示等を通して普及促進及び介護技術の向上を図る。 

② 研修の実施 

福祉用具供給協会と共催で年４回研修を実施し、福祉用具に関わる専門

職の資質向上を図る。 

③ 広域的なサービス提供業務 

市町村社協、日本福祉用具供給協会、埼玉県障害者交流センター等と連

携し、県内各地のイベントなどで展示相談等を実施する。 

④ ユニバーサルデザイン普及啓発業務 

「暮らしの中の福祉用具貸出し事業」を実施し、ユニバーサルデザイン

の普及啓発の拡充を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ユニバーサルデザイン

の普及啓発を図り、誰もが

使いやすい用品による生

活の質の向上、住み慣れた

地域での持続生活をサポ

ートする。 
＜目標＞ 
来館者数 
５０，０００名以上 
相談件数 
６，８００件以上 

 

３ 組織基盤の強化      企画総務課・財務管理課・地域連携課・地域活動支援課 

事業計画・概要 期待される効果及び特記事項 
(1) 収入増、支出減に向けた取組み 

必要な予算及び安定的な財源を確保するために、自主財源創出とともにコ

スト削減に向けた取組みを行う。 

① 自主財源確保 

会員数増による会費収入の増、広告事業の拡充や自動販売機、図書販売

による収入増の他、基金等の資産運用方法の見直しによる利息収入の増な

どを図り、自主財源確保に向けた取組みを進める。併せて、研修教材の販

売や物品販売の仲介など新たな自主財源確保に向けた取組みを進める。 

② コスト削減の取組み 

適正な価格競争のための業者比較や事業見直しなど、全職員が常にコス

ト意識を持ち、支出を抑えるための取組みを進める。 

③ 埼玉県社会福祉総合センター次期指定管理事業の獲得 

令和３年度から５年間の次期指定管理事業の受託に向けて、これまでの

指定管理４事業の実績等の分析を行い、低コストで質の高いサービスを提

 
 
 
＜目標＞ 
新規会員入会数 
  ４０件 
自販機・図書販売収入 
  ３，１９４千円 
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案し、継続受託を実現する。 

 

(2) 人材育成に向けた取組み 

体系化された階層別、課題別の研修をＯＪＴ、ＯＦＦ－ＪＴにより実施す

るとともに、人材育成制度や人事評価制度の推進を図り、円滑な職場への適

応や県社協の使命や経営理念の実現に主体的に取り組める職員を育成する。 

① 職場研修の実施 

職員育成制度に基づき、コンピテンシーモデルを活用した事業・行動目標

を各職員が定めるとともに、所属内での共有、サポートを行い、人材育成に

努める。 

② 職場外研修の実施 

日常職務を離れて、県社協の担当部署が開催する研修や外部機関の研修を

受講する機会を設け、職員が必要な専門知識やスキルを習得することを支援

する。 

③ 自己研鑽への助成 

職員への助成制度（職員自己啓発援助制度：SDS 制度）の活用促進を図

り、職員の自己啓発にかかる取組みを推進する。 

 ④ メンター制度の実施 

メンター制度による新入職員のサポートを実施するとともに、メンター

職員の育成やより良いサポート方法等の共有、検討を行う。  

 

(3) 組織内連携に向けた取組み 

県社協として掲げる方針を意識して行動し、部署同士の連携、垣根を超え

た情報共有ができる職員の育成とそのための環境整備に取り組む。 

 ① 事業計画作成方法の見直し 

年間の事業計画の作成にあたり、各課の職員で構成する作成委員会を新

たに設置し、連携して実施すべき事業を整理・統合することで、事業実施

の効率化と埼玉県社協内の連携を図る。 

② 中期ビジョンプロジェクトチームの継承 

   職員全員参加で検討を進めた「埼玉県社会福祉協議会中期ビジョン」に

おけるプロジェクトチームを引き続き運営することで、組織内連携や部署

を超えたＯＪＴを行うとともに、進捗状況を管理し、中期ビジョンに基づ

いた適切な法人運営を行う。 

 

(4) 広報力アップに向けた取組み 

① 広報誌ＳＡＩの発行（年１２回） 

関係者及び福祉活動の担い手に、本会の活動や社会福祉に関する様々な

情報を届け、広く福祉への関心や活動への意欲を高める。 

ア 発行部数 月２２，０００部 

イ ＳＡＩ朗読版（視覚障害者向けデジタル録音）の発行 

② オータムフェスタ２０２０の開催 １回（９月） 

県民及び近隣住民への社会福祉総合センターのＰＲと、交流等を目的と

した地域開放事業を実施する。 

③ ホームページ、ネットワーク環境の保持 

ホームページの内容充実を図るとともに、Facebook 等のＳＮＳも併せて

活用し、県民や福祉関係者に対する情報発信を強化する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜目標＞ 
外部研修受講 ８０件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本会の活動や社会福祉

に関する様々な情報を届

け、広く福祉への関心や活

動への意欲を高める。 
 
＜目標＞ 
オータムフェスタ参加者  
６，０００名 
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④ 福祉運動の主唱 

児童福祉週間（５月）と老人福祉週間（９月）の普及、啓発を図るため

に、啓発ポスター等を県内社会福祉関係団体・施設等に配布する。 

⑤ マスコット（シャキたまくん）を活用した広報 

本会が作成するリーフレットや資料等にマスコットキャラクターを印刷

するとともに、ゆる玉応援団参加イベントなどの各種イベントに着ぐるみ

で出演するほか、キャラクターグッズの作成、配布、着ぐるみの貸出、フ

ェイスブックでの情報発信等を行い、本会の好感度及び理解度を高める。 

社会環境が大きく変化

する中、児童福祉週間及び

老人週間の各種事業を通

して普及・啓発を図り、よ

りよい環境・社会づくりを

図る。 
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令和２年度 

一般会計及び生活福祉資金会計 

資金収支予算 
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単位：千円

2,316,886 2,516,194 199,308

1,017,035 1,052,430 35,395

（１）法人運営事業 438,538 438,157 △ 381

（２）退職給与積立金事業 24,857 28,695 3,838

（３）社会福祉施設等活動事業 6,196 6,563 367

28,135 27,166 △ 969

（５）ボランティア活動育成事業 23,145 23,460 315

（６）研修センター事業 181,141 192,663 11,522

（７）人材センター事業 102,070 104,166 2,096

（８）権利擁護センター運営事業 158,507 179,654 21,147

（９）基金事業 117,063 121,480 4,417

1,301,698 1,463,296 161,598

（１）社会福祉総合センター管理運営事業 144,282 140,381 △ 3,901 指定管理事業

（２）介護等体験事業 21,525 21,375 △ 150

（３）介護福祉士等修学資金 1,874 2,062 188

（４）介護福祉士等修学資金貸付事務費 1,875 2,063 188

（５）介護福祉士修学資金 267,340 281,922 14,582

（６）生活困窮者自立支援事業 55,900 56,711 811

（７）保育士修学資金 515,938 652,855 136,917

（８）新卒保育士就職支援事業 81,003 81,004 1

（９）潜在保育士再就職応援準備金貸付事業 0 15,004 15,004

（10）ひとり親家庭高等職業訓練促進資金 159,089 159,323 234

（11）児童養護施設退所者等自立支援資金 54,746 52,658 △ 2,088

7,455 6,915 △ 540

1,954 1,772 △ 182

5,501 5,143 △ 358

Ⅱ　生活福祉資金会計 742,121 808,250 66,129

1 生活福祉資金会計 474,545 528,832 54,287

2 生活福祉金貸付事務費会計 164,967 170,646 5,679

3 要保護世帯向け不動産担保型生活資金会計 84,368 90,851 6,483

4 臨時特例つなぎ資金会計 6,304 6,108 △ 196

5 埼玉県障害者福祉資金会計 10,195 10,205 10

6 埼玉県障害者福祉資金事務費会計 1,742 1,608 △ 134

3,059,007 3,324,444 265,437

【内訳】

Ⅰ一般会計内 6,447千円 (9,302千円)

　 1 社会福祉事業区分内  69,574千円 (62,617千円)

 　2 公益事業区分内　 2,062千円 (1,874千円)

※「Ⅰ一般会計」は内部取引消去をしている。（　）内はH31年度

合　　　　　　計

Ⅰ一般会計

１ 社会福祉事業

（４）地域福祉活動推進事業

２ 公益事業

３ 収益事業

（１）自動販売機事業

（２）図書販売事業

令和２年度一般会計及び生活福祉資金会計　資金収支予算総括表

区　分 前年度予算額 当初予算額 増減 備考欄
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令和２年度 

一般会計資金収支予算 
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法人：

勘 定 科 目 備 考

一般会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会

 

 1 /  4

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 1,577 58,683  60,260  　会費収入

 966   16,808  17,774　　市町村社協会費収入

 584   34,969  35,553　　施設団体会費収入

 37   6,246  6,283　　個人会費収入

 △10   660  650　　賛助会費収入

 △998 11,013  10,015  　寄附金収入

 △998   11,013  10,015　　寄附金収入

 21,692 319,583  341,275  　経常経費補助金収入

 21,692   291,031  312,723　　都道府県補助金収入

 0   28,552  28,552　　共同募金配分金収入

 △9,328 321,114  311,786  　受託金収入

 △5,251   246,736  241,485　　都道府県受託金収入

 0   990  990　　福祉医療機構受託金収入

 △3,388   3,388  0　　全社協受託金収入

 △1,500   14,100  12,600　　種別協議会受託金収入

 811   55,900  56,711　　その他受託金収入

 △3,027 3,909  882  　貸付事業収入

 △3,027   3,908  881　　償還金収入

 0   1  1　　貸付金利息収入

 10,594 200,184  210,778  　事業収入

 9,843   181,350  191,193　　参加費収入

 △287   2,009  1,722　　資料・図書等頒布収入

 940   14,750  15,690　　広告料収入

 98   2,075  2,173　　手数料収入

 885 84,603  85,488  　負担金収入

 164   25,582  25,746　　負担金収入

 721   59,021  59,742　　社会貢献負担金収入

 △59 593  534  　助成金収入

 △59   593  534　　福利厚生センター助成金収入

 △130 1,127  997  　受取利息配当金収入

 △130   1,127  997　　受取利息配当金収入

 2,632 4,198  6,830  　その他の収入

 2,521   3,060  5,581　　償還金収入

 2   9  11　　貸付金利子収入

 109   1,129  1,238　　雑収入

 1,005,007  1,028,845  23,838事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 17,366 525,300  542,666  　人件費支出

 960   8,603  9,563　　役員報酬支出

 10,666   308,739  319,405　　職員給料支出

 4,476   98,661  103,137　　非常勤職員給与支出

 △714   20,846  20,132　　臨時職員賃金支出

 △4,594   21,613  17,019　　派遣職員費支出

 2,450   2,051  4,501　　退職給付支出

 4,122   64,787  68,909　　法定福利費支出
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法人：

勘 定 科 目 備 考

一般会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会

 

 2 /  4

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 187,461 1,546,656  1,734,117  　事業費支出

 △117   24,958  24,841　　水道光熱費支出

 2,638   24,602  27,240　　消耗器具備品費支出

 △41   1,207  1,166　　保険料支出

 △1,485   49,471  47,986　　賃借料支出

 80   942  1,022　　車輌費支出

 141   45,226  45,367　　諸謝金支出

 △2,234   18,817  16,583　　旅費交通費支出

 △171   18,483  18,312　　印刷製本費支出

 493   4,330  4,823　　修繕費支出

 △1,824   17,167  15,343　　通信運搬費支出

 123   1,397  1,520　　会議費支出

 1,177   4,117  5,294　　広報費支出

 23,689   191,332  215,021　　業務委託費支出

 △333   4,250  3,917　　保守料支出

 △512   5,171  4,659　　手数料支出

 1   76  77　　租税公課支出

 619   27,125  27,744　　負担金支出

 0   32  32　　渉外費支出

 4,340   67,200  71,540　　助成金支出

 △20   1,980  1,960　　研修研究費支出

 160,897   1,038,773  1,199,670　　貸付金支出

 △3,161 99,706  96,545  　事務費支出

 △43   2,664  2,621　　福利厚生費支出

 4   576  580　　旅費交通費支出

 △2,852   14,742  11,890　　事務消耗品費支出

 △307   5,977  5,670　　印刷製本費支出

 0   300  300　　水道光熱費支出

 0   350  350　　修繕費支出

 1,703   10,347  12,050　　通信運搬費支出

 0   200  200　　会議費支出

 △324   4,928  4,604　　業務委託費支出

 1,058   6,864  7,922　　手数料支出

 4   509  513　　保険料支出

 △464   5,777  5,313　　賃借料支出

 △1,782   31,376  29,594　　租税公課支出

 △223   13,546  13,323　　保守料支出

 0   550  550　　渉外費支出

 25   70  95　　諸会費支出

 0   100  100　　諸謝金支出

 36   780  816　　車輛費支出

 4   50  54　　雑支出

 0 28,552  28,552  　共同募金配分金事業費

 0   28,552  28,552　　一般募金配分金事業費

 40 591  631  　その他の支出

 40   591  631　　雑支出

 2,200,805  2,402,511  201,706事業活動支出計(2)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

一般会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会

 

 3 /  4

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 △177,868 △1,195,798  △1,373,666事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 △2,210 11,100  8,890  　固定資産取得支出

 △1,070   2,800  1,730　　器具及び備品取得支出

 △1,140   8,300  7,160　　ソフトウエア取得支出

 11,100  8,890  △2,210施設整備等支出計(5)

 2,210 △11,100  △8,890施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 5,603 39,144  44,747  　基金積立資産取崩収入

 1,563   8,742  10,305　　松下福祉基金積立資産取崩収入

 1,060   1,697  2,757　　ふれあいの詩基金積立資産取崩収入

 0   18,705  18,705　　ひまわり基金積立資産取崩収入

 0   10,000  10,000　　浦和競馬こども基金積立資産取崩収入

 2,980   0  2,980　　こども食堂応援基金積立資産取崩収入

 24,460 25,650  50,110  　積立資産取崩収入

 2,300   2,000  4,300　　退職給付引当資産取崩収入

 160   4,650  4,810　　備品等購入積立資産取崩収入

 22,000   19,000  41,000　　法人運営事業積立資産取崩収入

 67 1,084  1,151  　生活福祉資金貸付事務費会計繰入金収入

 7,736 114,039  121,775  　その他の活動による収入

 0   1  1　　退職手当積立基金預け金取崩収入

 7,735   114,038  121,773　　都道府県補助金収入

 1   0  1　　市区町村補助金収入

 179,917  217,783  37,866その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 △1,510 13,210  11,700  　基金積立資産支出

 1   1  2　　ふれあいの詩基金積立資産支出

 △998   1,000  2　　ひまわり基金積立資産支出

 1   10,000  10,001　　浦和競馬こども基金積立資産支出

 1,685   9  1,694　　こども食堂応援基金積立資産支出

 △2,199   2,200  1　　社会貢献基金積立資産支出

 496 10,020  10,516  　積立資産支出

 65   5,686  5,751　　退職給付引当資産支出

 431   4,314  4,745　　備品等購入積立資産支出

 0   20  20　　役員退職共済積立資産支出

 △497 1,648  1,151  　生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出

 1,323 17,100  18,423  　その他の活動による支出

 1,323   17,100  18,423　　退職手当積立基金預け金支出

 41,978  41,790  △188その他の活動支出計(8)

 38,054 137,939  175,993その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 63,003  63,003予備費支出(10)

 △137,604 △1,131,962  △1,269,566当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △300,829 3,053,375  2,752,546前期末支払資金残高(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

一般会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会

 

 4 /  4

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 △438,433 1,921,413  1,482,980当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

社会福祉事業区分　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 1 /  3

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 1,577 58,683  60,260  　会費収入

 966   16,808  17,774　　市町村社協会費収入

 584   34,969  35,553　　施設団体会費収入

 37   6,246  6,283　　個人会費収入

 △10   660  650　　賛助会費収入

 △998 11,013  10,015  　寄附金収入

 △998   11,013  10,015　　寄附金収入

 21,692 319,583  341,275  　経常経費補助金収入

 21,692   291,031  312,723　　都道府県補助金収入

 0   28,552  28,552　　共同募金配分金収入

 △6,214 146,697  140,483  　受託金収入

 △1,326   128,219  126,893　　都道府県受託金収入

 0   990  990　　福祉医療機構受託金収入

 △3,388   3,388  0　　全社協受託金収入

 △1,500   14,100  12,600　　種別協議会受託金収入

 10,988 171,741  182,729  　事業収入

 9,783   156,555  166,338　　参加費収入

 △15   15  0　　資料・図書等頒布収入

 940   14,750  15,690　　広告料収入

 280   421  701　　手数料収入

 1,071 62,108  63,179  　負担金収入

 350   3,087  3,437　　負担金収入

 721   59,021  59,742　　社会貢献負担金収入

 △59 593  534  　助成金収入

 △59   593  534　　福利厚生センター助成金収入

 △131 1,120  989  　受取利息配当金収入

 △131   1,120  989　　受取利息配当金収入

 194 316  510  　その他の収入

 194   316  510　　雑収入

 771,854  799,974  28,120事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 11,142 415,764  426,906  　人件費支出

 960   8,603  9,563　　役員報酬支出

 11,696   253,724  265,420　　職員給料支出

 2,309   67,190  69,499　　非常勤職員給与支出

 △1,530   13,724  12,194　　臨時職員賃金支出

 △7,897   17,429  9,532　　派遣職員費支出

 2,450   2,051  4,501　　退職給付支出

 3,154   53,043  56,197　　法定福利費支出

 30,224 386,827  417,051  　事業費支出

 5,080   15,930  21,010　　消耗器具備品費支出

 △11   722  711　　保険料支出

 115   38,143  38,258　　賃借料支出

 △64   492  428　　車輌費支出

 635   39,455  40,090　　諸謝金支出
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法人：

勘 定 科 目 備 考

社会福祉事業区分　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 2 /  3

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 △2,081   16,804  14,723　　旅費交通費支出

 838   14,072  14,910　　印刷製本費支出

 0   96  96　　修繕費支出

 △1,227   13,574  12,347　　通信運搬費支出

 157   1,251  1,408　　会議費支出

 1,171   3,790  4,961　　広報費支出

 21,948   152,949  174,897　　業務委託費支出

 △678   2,988  2,310　　保守料支出

 △521   3,550  3,029　　手数料支出

 1   76  77　　租税公課支出

 541   26,823  27,364　　負担金支出

 0   32  32　　渉外費支出

 4,340   54,100  58,440　　助成金支出

 △20   1,980  1,960　　研修研究費支出

 △4,633 76,823  72,190  　事務費支出

 △43   2,664  2,621　　福利厚生費支出

 0   280  280　　旅費交通費支出

 △2,645   13,193  10,548　　事務消耗品費支出

 329   3,252  3,581　　印刷製本費支出

 0   350  350　　修繕費支出

 163   6,653  6,816　　通信運搬費支出

 0   200  200　　会議費支出

 △129   4,698  4,569　　業務委託費支出

 810   4,480  5,290　　手数料支出

 4   509  513　　保険料支出

 △482   4,818  4,336　　賃借料支出

 △2,829   22,821  19,992　　租税公課支出

 128   11,355  11,483　　保守料支出

 0   550  550　　渉外費支出

 25   70  95　　諸会費支出

 0   100  100　　諸謝金支出

 36   780  816　　車輛費支出

 0   50  50　　雑支出

 0 28,552  28,552  　共同募金配分金事業費

 0   28,552  28,552　　一般募金配分金事業費

 40 591  631  　その他の支出

 40   591  631　　雑支出

 908,557  945,330  36,773事業活動支出計(2)

 △8,653 △136,703  △145,356事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 △1,190 6,500  5,310  　固定資産取得支出

 △1,650   2,800  1,150　　器具及び備品取得支出

 460   3,700  4,160　　ソフトウエア取得支出

 6,500  5,310  △1,190施設整備等支出計(5)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

社会福祉事業区分　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 3 /  3

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 1,190 △6,500  △5,310施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 5,603 39,144  44,747  　基金積立資産取崩収入

 1,563   8,742  10,305　　松下福祉基金積立資産取崩収入

 1,060   1,697  2,757　　ふれあいの詩基金積立資産取崩収入

 0   18,705  18,705　　ひまわり基金積立資産取崩収入

 0   10,000  10,000　　浦和競馬こども基金積立資産取崩収入

 2,980   0  2,980　　こども食堂応援基金積立資産取崩収入

 24,460 25,650  50,110  　積立資産取崩収入

 2,300   2,000  4,300　　退職給付引当資産取崩収入

 160   4,650  4,810　　備品等購入積立資産取崩収入

 22,000   19,000  41,000　　法人運営事業積立資産取崩収入

 67 1,084  1,151  　生活福祉資金貸付事務費会計繰入金収入

 △2,855 9,302  6,447  　事業区分間繰入金収入

 △3,493   7,648  4,155　　公益事業区分間繰入金収入

 638   1,654  2,292　　収益事業区分間繰入金収入

 0 1  1  　その他の活動による収入

 0   1  1　　退職手当積立基金預け金取崩収入

 75,181  102,456  27,275その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 △1,510 13,210  11,700  　基金積立資産支出

 1   1  2　　ふれあいの詩基金積立資産支出

 △998   1,000  2　　ひまわり基金積立資産支出

 1   10,000  10,001　　浦和競馬こども基金積立資産支出

 1,685   9  1,694　　こども食堂応援基金積立資産支出

 △2,199   2,200  1　　社会貢献基金積立資産支出

 496 10,020  10,516  　積立資産支出

 65   5,686  5,751　　退職給付引当資産支出

 431   4,314  4,745　　備品等購入積立資産支出

 0   20  20　　役員退職共済積立資産支出

 △497 1,648  1,151  　生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出

 1,323 17,100  18,423  　その他の活動による支出

 1,323   17,100  18,423　　退職手当積立基金預け金支出

 41,978  41,790  △188その他の活動支出計(8)

 27,463 33,203  60,666その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 60,000  60,000予備費支出(10)

 20,000 △170,000  △150,000当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △20,000 170,000  150,000前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 1 /  16サ区：法人運営事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 1,577 58,683  60,260  　会費収入

 966   16,808  17,774　　市町村社協会費収入

 584   34,969  35,553　　施設団体会費収入

 37   6,246  6,283　　個人会費収入

 △10   660  650　　賛助会費収入

 1 1  2  　寄附金収入

 1   1  2　　寄附金収入

 △871 128,406  127,535  　経常経費補助金収入

 △506   107,854  107,348　　都道府県補助金収入

 △365   20,552  20,187　　共同募金配分金収入

 △1,500 15,600  14,100  　受託金収入

 0   1,500  1,500　　都道府県受託金収入

 △1,500   14,100  12,600　　種別協議会受託金収入

 1,705 17,986  19,691  　事業収入

 500   2,800  3,300　　参加費収入

 △15   15  0　　資料・図書等頒布収入

 940   14,750  15,690　　広告料収入

 280   421  701　　手数料収入

 350 2,137  2,487  　負担金収入

 350   2,137  2,487　　負担金収入

 △59 593  534  　助成金収入

 △59   593  534　　福利厚生センター助成金収入

 △59 195  136  　受取利息配当金収入

 △59   195  136　　受取利息配当金収入

 40 265  305  　その他の収入

 40   265  305　　雑収入

 223,866  225,050  1,184事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 6,734 217,586  224,320  　人件費支出

 960   8,603  9,563　　役員報酬支出

 1,269   139,039  140,308　　職員給料支出

 6,857   20,481  27,338　　非常勤職員給与支出

 963   9,246  10,209　　臨時職員賃金支出

 △5,834   12,155  6,321　　派遣職員費支出

 2,519   28,062  30,581　　法定福利費支出

 △5,024 23,909  18,885  　事業費支出

 △2,760   3,212  452　　消耗器具備品費支出

 0   36  36　　保険料支出

 △79   432  353　　賃借料支出

 △352   1,096  744　　諸謝金支出

 △1,233   3,538  2,305　　旅費交通費支出

 △498   827  329　　印刷製本費支出

 △340   1,243  903　　通信運搬費支出

 58   76  134　　会議費支出

 471   4,086  4,557　　業務委託費支出
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 2 /  16サ区：法人運営事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 △150   300  150　　保守料支出

 △1   20  19　　手数料支出

 230   6,113  6,343　　負担金支出

 △350   950  600　　助成金支出

 △20   1,980  1,960　　研修研究費支出

 △6,412 58,522  52,110  　事務費支出

 △43   2,664  2,621　　福利厚生費支出

 0   280  280　　旅費交通費支出

 △2,843   10,325  7,482　　事務消耗品費支出

 248   2,101  2,349　　印刷製本費支出

 0   350  350　　修繕費支出

 9   4,356  4,365　　通信運搬費支出

 0   200  200　　会議費支出

 △129   4,698  4,569　　業務委託費支出

 143   3,345  3,488　　手数料支出

 4   509  513　　保険料支出

 2   3,099  3,101　　賃借料支出

 △3,837   15,953  12,116　　租税公課支出

 △27   9,092  9,065　　保守料支出

 0   550  550　　渉外費支出

 25   70  95　　諸会費支出

 0   100  100　　諸謝金支出

 36   780  816　　車輛費支出

 0   50  50　　雑支出

 △365 20,552  20,187  　共同募金配分金事業費

 △365   20,552  20,187　　一般募金配分金事業費

 40 591  631  　その他の支出

 40   591  631　　雑支出

 321,160  316,133  △5,027事業活動支出計(2)

 6,211 △97,294  △91,083事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 160 4,650  4,810  　固定資産取得支出

 △1,500   2,650  1,150　　器具及び備品取得支出

 1,660   2,000  3,660　　ソフトウエア取得支出

 4,650  4,810  160施設整備等支出計(5)

 △160 △4,650  △4,810施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 22,160 23,650  45,810  　積立資産取崩収入

 160   4,650  4,810　　備品等購入積立資産取崩収入

 22,000   19,000  41,000　　法人運営事業積立資産取崩収入

 △2,580 6,614  4,034  　事業区分間繰入金収入

 △3,218   4,960  1,742　　公益事業区分間繰入金収入

 638   1,654  2,292　　収益事業区分間繰入金収入

-63-



法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 3 /  16サ区：法人運営事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 △1,145 14,408  13,263  　サービス区分間繰入金収入

 △2,914   3,608  694　　法人運営事業サービス区分間繰入金収入

 1,540   10,049  11,589　　研修センター事業サービス区分間繰入金収入

 229   751  980　　基金事業サービス区分間繰入金収入

 44,672  63,107  18,435その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 431 4,314  4,745  　積立資産支出

 431   4,314  4,745　　備品等購入積立資産支出

 △497 1,648  1,151  　生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出

 4,552 46,766  51,318  　サービス区分間繰入金支出

 △2,914   3,608  694　　法人運営事業サービス区分間繰入金支出

 960   13,963  14,923　　退職給与積立金事業サービス区分間繰入金支出

 △33   1,988  1,955　　社会福祉施設等活動事業サービス区分間繰入金支出

 2   2,413  2,415　　地域福祉活動推進事業サービス区分間繰入金支出

 100   996  1,096　　ボランティア活動育成事業サービス区分間繰入金支出

 2,237   5,798  8,035　　研修センター事業サービス区分間繰入金支出

 2,733   6,104  8,837　　人材センター事業サービス区分間繰入金支出

 1,467   9,256  10,723　　権利擁護センター運営事業サービス区分間繰入金支出

 0   2,640  2,640　　基金事業サービス区分間繰入金支出

 52,728  57,214  4,486その他の活動支出計(8)

 13,949 △8,056  5,893その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 60,000  60,000予備費支出(10)

 20,000 △170,000  △150,000当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △20,000 170,000  150,000前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 4 /  16サ区：退職給与積立金事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 20  20  　受取利息配当金収入

 0   20  20　　受取利息配当金収入

 150 50  200  　その他の収入

 150   50  200　　雑収入

 70  220  150事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 2,450 2,051  4,501  　人件費支出

 2,450   2,051  4,501　　退職給付支出

 2,051  4,501  2,450事業活動支出計(2)

 △2,300 △1,981  △4,281事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 2,300 2,000  4,300  　積立資産取崩収入

 2,300   2,000  4,300　　退職給付引当資産取崩収入

 67 1,084  1,151  　生活福祉資金貸付事務費会計繰入金収入

 △275 2,688  2,413  　事業区分間繰入金収入

 △275   2,688  2,413　　公益事業区分間繰入金収入

 1,596 19,014  20,610  　サービス区分間繰入金収入

 960   13,963  14,923　　法人運営事業サービス区分間繰入金収入

 0   738  738　　地域福祉活動推進事業サービス区分間繰入金収入

 60   2,216  2,276　　研修センター事業サービス区分間繰入金収入

 553   1,028  1,581　　人材センター事業サービス区分間繰入金収入

 11   778  789　　権利擁護センター運営事業サービス区分間繰入金収入

 12   291  303　　基金事業サービス区分間繰入金収入

 0 1  1  　その他の活動による収入

 0   1  1　　退職手当積立基金預け金取崩収入

 24,787  28,475  3,688その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 65 5,706  5,771  　積立資産支出

 65   5,686  5,751　　退職給付引当資産支出

 0   20  20　　役員退職共済積立資産支出

 1,323 17,100  18,423  　その他の活動による支出

 1,323   17,100  18,423　　退職手当積立基金預け金支出

 22,806  24,194  1,388その他の活動支出計(8)

 2,300 1,981  4,281その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 5 /  16サ区：社会福祉施設等活動事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 2,268  2,268  　経常経費補助金収入

 0   2,268  2,268　　都道府県補助金収入

 0 990  990  　受託金収入

 0   990  990　　福祉医療機構受託金収入

 400 0  400  　事業収入

 400   0  400　　参加費収入

 0 950  950  　負担金収入

 0   950  950　　負担金収入

 4,208  4,608  400事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 47 4,041  4,088  　人件費支出

 △10   3,116  3,106　　非常勤職員給与支出

 57   914  971　　派遣職員費支出

 0   11  11　　法定福利費支出

 320 2,155  2,475  　事業費支出

 6   89  95　　消耗器具備品費支出

 90   169  259　　賃借料支出

 73   0  73　　諸謝金支出

 77   429  506　　旅費交通費支出

 64   137  201　　印刷製本費支出

 △40   201  161　　通信運搬費支出

 △4   40  36　　会議費支出

 54   90  144　　負担金支出

 0   1,000  1,000　　助成金支出

 6,196  6,563  367事業活動支出計(2)

 33 △1,988  △1,955事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △33 1,988  1,955  　サービス区分間繰入金収入

 △33   1,988  1,955　　法人運営事業サービス区分間繰入金収入

 1,988  1,955  △33その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0  0  0その他の活動支出計(8)

 △33 1,988  1,955その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 6 /  16サ区：地域福祉活動推進事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 111 2,789  2,900  　経常経費補助金収入

 111   2,789  2,900　　共同募金配分金収入

 △1,082 22,933  21,851  　受託金収入

 △1,082   22,933  21,851　　都道府県受託金収入

 25,722  24,751  △971事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 0 15,129  15,129  　人件費支出

 0   10,707  10,707　　職員給料支出

 0   2,342  2,342　　非常勤職員給与支出

 0   2,080  2,080　　法定福利費支出

 △1,145 8,168  7,023  　事業費支出

 △1   204  203　　消耗器具備品費支出

 0   2  2　　保険料支出

 △15   1,708  1,693　　賃借料支出

 0   36  36　　車輌費支出

 41   1,102  1,143　　諸謝金支出

 13   1,161  1,174　　旅費交通費支出

 △1,095   1,544  449　　印刷製本費支出

 △47   570  523　　通信運搬費支出

 2   73  75　　会議費支出

 △16   84  68　　保守料支出

 8   41  49　　手数料支出

 △35   361  326　　負担金支出

 0   32  32　　渉外費支出

 0   1,250  1,250　　助成金支出

 65 1,311  1,376  　事務費支出

 65   1,311  1,376　　租税公課支出

 111 2,789  2,900  　共同募金配分金事業費

 111   2,789  2,900　　一般募金配分金事業費

 27,397  26,428  △969事業活動支出計(2)

 △2 △1,675  △1,677事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 2 2,413  2,415  　サービス区分間繰入金収入

 2   2,413  2,415　　法人運営事業サービス区分間繰入金収入

 2,413  2,415  2その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0 738  738  　サービス区分間繰入金支出

 0   738  738　　退職給与積立金事業サービス区分間繰入金支出
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 7 /  16サ区：地域福祉活動推進事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 738  738  0その他の活動支出計(8)

 2 1,675  1,677その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 8 /  16サ区：ボランティア活動育成事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 215 22,149  22,364  　経常経費補助金収入

 △213   19,158  18,945　　都道府県補助金収入

 428   2,991  3,419　　共同募金配分金収入

 22,149  22,364  215事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 △119 2,104  1,985  　人件費支出

 △119   2,104  1,985　　臨時職員賃金支出

 6 18,050  18,056  　事業費支出

 61   51  112　　消耗器具備品費支出

 0   820  820　　賃借料支出

 △10   235  225　　諸謝金支出

 6   182  188　　旅費交通費支出

 16   361  377　　印刷製本費支出

 44   403  447　　通信運搬費支出

 0   6  6　　会議費支出

 △12   1,940  1,928　　業務委託費支出

 0   130  130　　保守料支出

 1   21  22　　手数料支出

 0   1  1　　租税公課支出

 △100   13,900  13,800　　助成金支出

 428 2,991  3,419  　共同募金配分金事業費

 428   2,991  3,419　　一般募金配分金事業費

 23,145  23,460  315事業活動支出計(2)

 △100 △996  △1,096事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 100 996  1,096  　サービス区分間繰入金収入

 100   996  1,096　　法人運営事業サービス区分間繰入金収入

 996  1,096  100その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0  0  0その他の活動支出計(8)

 100 996  1,096その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 9 /  16サ区：研修センター事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 2,270 23,700  25,970  　経常経費補助金収入

 2,270   23,700  25,970　　都道府県補助金収入

 △3,388 3,388  0  　受託金収入

 △3,388   3,388  0　　全社協受託金収入

 10,403 148,255  158,658  　事業収入

 10,403   148,255  158,658　　参加費収入

 175,343  184,628  9,285事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 △2,891 57,277  54,386  　人件費支出

 487   37,012  37,499　　職員給料支出

 21   7,677  7,698　　非常勤職員給与支出

 △2,374   2,374  0　　臨時職員賃金支出

 △1,120   3,360  2,240　　派遣職員費支出

 95   6,854  6,949　　法定福利費支出

 11,930 102,276  114,206  　事業費支出

 7,036   10,197  17,233　　消耗器具備品費支出

 1,233   25,876  27,109　　賃借料支出

 2,050   31,044  33,094　　諸謝金支出

 15   4,085  4,100　　旅費交通費支出

 1,985   5,649  7,634　　印刷製本費支出

 0   10  10　　修繕費支出

 △354   4,719  4,365　　通信運搬費支出

 109   912  1,021　　会議費支出

 509   16,277  16,786　　業務委託費支出

 △480   480  0　　保守料支出

 △173   2,949  2,776　　手数料支出

 0   27  27　　租税公課支出

 0   51  51　　負担金支出

 1,033 9,173  10,206  　事務費支出

 239   2,045  2,284　　事務消耗品費支出

 89   820  909　　印刷製本費支出

 187   1,637  1,824　　通信運搬費支出

 546   820  1,366　　手数料支出

 △320   1,229  909　　賃借料支出

 105   985  1,090　　租税公課支出

 187   1,637  1,824　　保守料支出

 168,726  178,798  10,072事業活動支出計(2)

 △787 6,617  5,830事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 △150 150  0  　固定資産取得支出

 △150   150  0　　器具及び備品取得支出

 150  0  △150施設整備等支出計(5)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 10 /  16サ区：研修センター事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 150 △150  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 2,237 5,798  8,035  　サービス区分間繰入金収入

 2,237   5,798  8,035　　法人運営事業サービス区分間繰入金収入

 5,798  8,035  2,237その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 1,600 12,265  13,865  　サービス区分間繰入金支出

 1,540   10,049  11,589　　法人運営事業サービス区分間繰入金支出

 60   2,216  2,276　　退職給与積立金事業サービス区分間繰入金支出

 12,265  13,865  1,600その他の活動支出計(8)

 637 △6,467  △5,830その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 11 /  16サ区：人材センター事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △4 1,210  1,206  　経常経費補助金収入

 △4   1,210  1,206　　共同募金配分金収入

 △33 94,156  94,123  　受託金収入

 △33   94,156  94,123　　都道府県受託金収入

 △600 600  0  　事業収入

 △600   600  0　　参加費収入

 95,966  95,329  △637事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 4,563 65,677  70,240  　人件費支出

 9,052   33,850  42,902　　職員給料支出

 △5,075   22,722  17,647　　非常勤職員給与支出

 586   9,105  9,691　　法定福利費支出

 △3,163 29,445  26,282  　事業費支出

 △393   1,240  847　　消耗器具備品費支出

 0   6  6　　保険料支出

 △1,037   5,224  4,187　　賃借料支出

 △54   332  278　　車輌費支出

 △959   2,838  1,879　　諸謝金支出

 17   887  904　　旅費交通費支出

 △153   3,591  3,438　　印刷製本費支出

 △961   4,630  3,669　　通信運搬費支出

 △14   61  47　　会議費支出

 1,171   3,790  4,961　　広報費支出

 △197   4,315  4,118　　業務委託費支出

 △356   464  108　　手数料支出

 1   2  3　　租税公課支出

 △228   2,065  1,837　　負担金支出

 147 4,710  4,857  　事務費支出

 △43   509  466　　事務消耗品費支出

 △19   206  187　　印刷製本費支出

 △34   408  374　　通信運搬費支出

 66   206  272　　手数料支出

 △111   307  196　　賃借料支出

 321   2,667  2,988　　租税公課支出

 △33   407  374　　保守料支出

 △4 1,210  1,206  　共同募金配分金事業費

 △4   1,210  1,206　　一般募金配分金事業費

 101,042  102,585  1,543事業活動支出計(2)

 △2,180 △5,076  △7,256事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 12 /  16サ区：人材センター事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 2,733 6,104  8,837  　サービス区分間繰入金収入

 2,733   6,104  8,837　　法人運営事業サービス区分間繰入金収入

 6,104  8,837  2,733その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 553 1,028  1,581  　サービス区分間繰入金支出

 553   1,028  1,581　　退職給与積立金事業サービス区分間繰入金支出

 1,028  1,581  553その他の活動支出計(8)

 2,180 5,076  7,256その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 13 /  16サ区：権利擁護センター運営事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 19,971 139,061  159,032  　経常経費補助金収入

 20,141   138,051  158,192　　都道府県補助金収入

 △170   1,010  840　　共同募金配分金収入

 △211 9,630  9,419  　受託金収入

 △211   9,630  9,419　　都道府県受託金収入

 △80 560  480  　事業収入

 △80   560  480　　参加費収入

 149,251  168,931  19,680事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 211 35,956  36,167  　人件費支出

 △263   20,360  20,097　　職員給料支出

 516   10,852  11,368　　非常勤職員給与支出

 △42   4,744  4,702　　法定福利費支出

 20,975 119,540  140,515  　事業費支出

 3   223  226　　消耗器具備品費支出

 0   394  394　　保険料支出

 △4   1,001  997　　賃借料支出

 △103   2,557  2,454　　諸謝金支出

 219   321  540　　旅費交通費支出

 338   308  646　　印刷製本費支出

 7   652  659　　通信運搬費支出

 15   4  19　　会議費支出

 20,480   113,926  134,406　　業務委託費支出

 0   44  44　　手数料支出

 20   110  130　　負担金支出

 120 1,223  1,343  　事務費支出

 4   104  108　　事務消耗品費支出

 11   41  52　　印刷製本費支出

 2   84  86　　通信運搬費支出

 14   25  39　　手数料支出

 △11   57  46　　賃借料支出

 98   861  959　　租税公課支出

 2   51  53　　保守料支出

 △170 1,010  840  　共同募金配分金事業費

 △170   1,010  840　　一般募金配分金事業費

 157,729  178,865  21,136事業活動支出計(2)

 △1,456 △8,478  △9,934事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 14 /  16サ区：権利擁護センター運営事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 1,467 9,256  10,723  　サービス区分間繰入金収入

 1,467   9,256  10,723　　法人運営事業サービス区分間繰入金収入

 9,256  10,723  1,467その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 11 778  789  　サービス区分間繰入金支出

 11   778  789　　退職給与積立金事業サービス区分間繰入金支出

 778  789  11その他の活動支出計(8)

 1,456 8,478  9,934その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 15 /  16サ区：基金事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △999 11,012  10,013  　寄附金収入

 △999   11,012  10,013　　寄附金収入

 △840 4,340  3,500  　事業収入

 △840   4,340  3,500　　参加費収入

 721 59,021  59,742  　負担金収入

 721   59,021  59,742　　社会貢献負担金収入

 △72 905  833  　受取利息配当金収入

 △72   905  833　　受取利息配当金収入

 4 1  5  　その他の収入

 4   1  5　　雑収入

 75,279  74,093  △1,186事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 147 15,943  16,090  　人件費支出

 1,151   12,756  13,907　　職員給料支出

 △1,000   1,000  0　　派遣職員費支出

 △4   2,187  2,183　　法定福利費支出

 6,325 83,284  89,609  　事業費支出

 1,128   714  1,842　　消耗器具備品費支出

 △11   284  273　　保険料支出

 △73   2,913  2,840　　賃借料支出

 △10   124  114　　車輌費支出

 △105   583  478　　諸謝金支出

 △1,195   6,201  5,006　　旅費交通費支出

 181   1,655  1,836　　印刷製本費支出

 0   86  86　　修繕費支出

 464   1,156  1,620　　通信運搬費支出

 △9   79  70　　会議費支出

 697   12,405  13,102　　業務委託費支出

 △32   1,994  1,962　　保守料支出

 0   11  11　　手数料支出

 0   46  46　　租税公課支出

 500   18,033  18,533　　負担金支出

 4,790   37,000  41,790　　助成金支出

 414 1,884  2,298  　事務費支出

 △2   210  208　　事務消耗品費支出

 0   84  84　　印刷製本費支出

 △1   168  167　　通信運搬費支出

 41   84  125　　手数料支出

 △42   126  84　　賃借料支出

 419   1,044  1,463　　租税公課支出

 △1   168  167　　保守料支出

 101,111  107,997  6,886事業活動支出計(2)

 △8,072 △25,832  △33,904事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：社会福祉事業

 

 16 /  16サ区：基金事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 △1,200 1,700  500  　固定資産取得支出

 △1,200   1,700  500　　ソフトウエア取得支出

 1,700  500  △1,200施設整備等支出計(5)

 1,200 △1,700  △500施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 5,603 39,144  44,747  　基金積立資産取崩収入

 1,563   8,742  10,305　　松下福祉基金積立資産取崩収入

 1,060   1,697  2,757　　ふれあいの詩基金積立資産取崩収入

 0   18,705  18,705　　ひまわり基金積立資産取崩収入

 0   10,000  10,000　　浦和競馬こども基金積立資産取崩収入

 2,980   0  2,980　　こども食堂応援基金積立資産取崩収入

 0 2,640  2,640  　サービス区分間繰入金収入

 0   2,640  2,640　　法人運営事業サービス区分間繰入金収入

 41,784  47,387  5,603その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 △1,510 13,210  11,700  　基金積立資産支出

 1   1  2　　ふれあいの詩基金積立資産支出

 △998   1,000  2　　ひまわり基金積立資産支出

 1   10,000  10,001　　浦和競馬こども基金積立資産支出

 1,685   9  1,694　　こども食堂応援基金積立資産支出

 △2,199   2,200  1　　社会貢献基金積立資産支出

 241 1,042  1,283  　サービス区分間繰入金支出

 229   751  980　　法人運営事業サービス区分間繰入金支出

 12   291  303　　退職給与積立金事業サービス区分間繰入金支出

 14,252  12,983  △1,269その他の活動支出計(8)

 6,872 27,532  34,404その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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資金収支予算 
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法人：

勘 定 科 目 備 考

公益事業区分　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 1 /  2

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △3,114 174,417  171,303  　受託金収入

 △3,925   118,517  114,592　　都道府県受託金収入

 811   55,900  56,711　　その他受託金収入

 △3,027 3,909  882  　貸付事業収入

 △3,027   3,908  881　　償還金収入

 0   1  1　　貸付金利息収入

 60 24,795  24,855  　事業収入

 60   24,795  24,855　　参加費収入

 △186 22,495  22,309  　負担金収入

 △186   22,495  22,309　　負担金収入

 1 7  8  　受取利息配当金収入

 1   7  8　　受取利息配当金収入

 2,524 3,075  5,599  　その他の収入

 2,521   3,060  5,581　　償還金収入

 2   9  11　　貸付金利子収入

 1   6  7　　雑収入

 228,698  224,956  △3,742事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 6,224 109,536  115,760  　人件費支出

 △1,030   55,015  53,985　　職員給料支出

 2,167   31,471  33,638　　非常勤職員給与支出

 816   7,122  7,938　　臨時職員賃金支出

 3,303   4,184  7,487　　派遣職員費支出

 968   11,744  12,712　　法定福利費支出

 157,237 1,159,829  1,317,066  　事業費支出

 △117   24,958  24,841　　水道光熱費支出

 △2,442   8,672  6,230　　消耗器具備品費支出

 △30   485  455　　保険料支出

 △1,600   11,328  9,728　　賃借料支出

 144   450  594　　車輌費支出

 △494   5,771  5,277　　諸謝金支出

 △153   2,013  1,860　　旅費交通費支出

 △1,009   4,411  3,402　　印刷製本費支出

 493   4,234  4,727　　修繕費支出

 △597   3,593  2,996　　通信運搬費支出

 △34   146  112　　会議費支出

 6   327  333　　広報費支出

 1,741   38,383  40,124　　業務委託費支出

 345   1,262  1,607　　保守料支出

 9   1,621  1,630　　手数料支出

 78   302  380　　負担金支出

 0   13,100  13,100　　助成金支出

 160,897   1,038,773  1,199,670　　貸付金支出

 2,650 20,082  22,732  　事務費支出

 4   296  300　　旅費交通費支出
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法人：

勘 定 科 目 備 考

公益事業区分　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 2 /  2

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 △75   1,049  974　　事務消耗品費支出

 319   1,007  1,326　　印刷製本費支出

 1,596   3,481  5,077　　通信運搬費支出

 △160   160  0　　業務委託費支出

 248   2,384  2,632　　手数料支出

 18   959  977　　賃借料支出

 1,047   8,555  9,602　　租税公課支出

 △351   2,191  1,840　　保守料支出

 4   0  4　　雑支出

 1,289,447  1,455,558  166,111事業活動支出計(2)

 △169,853 △1,060,749  △1,230,602事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 △1,020 4,600  3,580  　固定資産取得支出

 580   0  580　　器具及び備品取得支出

 △1,600   4,600  3,000　　ソフトウエア取得支出

 4,600  3,580  △1,020施設整備等支出計(5)

 1,020 △4,600  △3,580施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 7,736 114,038  121,774  　その他の活動による収入

 7,735   114,038  121,773　　都道府県補助金収入

 1   0  1　　市区町村補助金収入

 114,038  121,774  7,736その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 △3,493 7,648  4,155  　事業区分間繰入金支出

 △3,493   7,648  4,155　　社会福祉事業区分間繰入金支出

 7,648  4,155  △3,493その他の活動支出計(8)

 11,229 106,390  117,619その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 3  3予備費支出(10)

 △157,604 △958,962  △1,116,566当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △280,829 2,880,375  2,599,546前期末支払資金残高(12)

 △438,433 1,921,413  1,482,980当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 1 /  15サ区：社会福祉総合センター管理運営事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △3,925 118,517  114,592  　受託金収入

 △3,925   118,517  114,592　　都道府県受託金収入

 60 24,770  24,830  　事業収入

 60   24,770  24,830　　参加費収入

 △36 995  959  　負担金収入

 △36   995  959　　負担金収入

 144,282  140,381  △3,901事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 269 41,206  41,475  　人件費支出

 △314   16,805  16,491　　職員給料支出

 33   14,549  14,582　　非常勤職員給与支出

 544   4,748  5,292　　臨時職員賃金支出

 6   5,104  5,110　　法定福利費支出

 △4,269 97,572  93,303  　事業費支出

 △117   24,958  24,841　　水道光熱費支出

 △2,513   7,897  5,384　　消耗器具備品費支出

 2   85  87　　保険料支出

 △2,181   9,617  7,436　　賃借料支出

 △494   5,740  5,246　　諸謝金支出

 △100   1,094  994　　旅費交通費支出

 △949   4,108  3,159　　印刷製本費支出

 493   4,234  4,727　　修繕費支出

 △643   2,036  1,393　　通信運搬費支出

 △34   146  112　　会議費支出

 6   327  333　　広報費支出

 1,781   34,399  36,180　　業務委託費支出

 392   1,089  1,481　　保守料支出

 0   1,580  1,580　　手数料支出

 88   262  350　　負担金支出

 367 4,404  4,771  　事務費支出

 0   386  386　　賃借料支出

 367   3,404  3,771　　租税公課支出

 0   614  614　　保守料支出

 143,182  139,549  △3,633事業活動支出計(2)

 △268 1,100  832事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 2 /  15サ区：社会福祉総合センター管理運営事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 △268 1,100  832  　事業区分間繰入金支出

 △268   1,100  832　　社会福祉事業区分間繰入金支出

 1,100  832  △268その他の活動支出計(8)

 268 △1,100  △832その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 3 /  15サ区：介護等体験事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 25  25  　事業収入

 0   25  25　　参加費収入

 △150 21,500  21,350  　負担金収入

 △150   21,500  21,350　　負担金収入

 21,525  21,375  △150事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 9 2,445  2,454  　人件費支出

 6   2,108  2,114　　非常勤職員給与支出

 3   337  340　　法定福利費支出

 37 13,918  13,955  　事業費支出

 0   24  24　　消耗器具備品費支出

 4   45  49　　賃借料支出

 0   31  31　　諸謝金支出

 1   25  26　　旅費交通費支出

 0   113  113　　印刷製本費支出

 31   471  502　　通信運搬費支出

 1   109  110　　保守料支出

 0   13,100  13,100　　助成金支出

 22 202  224  　事務費支出

 22   202  224　　租税公課支出

 16,565  16,633  68事業活動支出計(2)

 △218 4,960  4,742事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 3,000 0  3,000  　固定資産取得支出

 3,000   0  3,000　　ソフトウエア取得支出

 0  3,000  3,000施設整備等支出計(5)

 △3,000 0  △3,000施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 △3,218 4,960  1,742  　事業区分間繰入金支出

 △3,218   4,960  1,742　　社会福祉事業区分間繰入金支出

 4,960  1,742  △3,218その他の活動支出計(8)

 3,218 △4,960  △1,742その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 4 /  15サ区：介護福祉士等修学資金

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △3,027 3,909  882  　貸付事業収入

 △3,027   3,908  881　　償還金収入

 0   1  1　　貸付金利息収入

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 0 1  1  　その他の収入

 0   1  1　　雑収入

 3,911  884  △3,027事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 0  0  0事業活動支出計(2)

 △3,027 3,911  884事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 188 1,874  2,062  　サービス区分間繰入金支出

 188   1,874  2,062　　介護福祉士等修学資金事務費サービス区分間繰入金支出

 1,874  2,062  188その他の活動支出計(8)

 △188 △1,874  △2,062その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 △3,215 2,037  △1,178当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 9,356 198,771  208,127前期末支払資金残高(12)

 6,141 200,808  206,949当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 5 /  15サ区：介護福祉士等修学資金貸付事務費

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 1  1  0事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 304 1,568  1,872  　人件費支出

 304   1,568  1,872　　派遣職員費支出

 △116 307  191  　事業費支出

 △23   214  191　　通信運搬費支出

 △40   40  0　　業務委託費支出

 △53   53  0　　保守料支出

 1,875  2,063  188事業活動支出計(2)

 △188 △1,874  △2,062事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 188 1,874  2,062  　サービス区分間繰入金収入

 188   1,874  2,062　　介護福祉士等修学資金サービス区分間繰入金収入

 1,874  2,062  188その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0  0  0その他の活動支出計(8)

 188 1,874  2,062その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 6 /  15サ区：介護福祉士修学資金

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 345 472  817  　その他の収入

 345   469  814　　償還金収入

 0   2  2　　貸付金利子収入

 0   1  1　　雑収入

 473  818  345事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 107 5,425  5,532  　人件費支出

 93   4,736  4,829　　職員給料支出

 14   689  703　　法定福利費支出

 15,480 258,000  273,480  　事業費支出

 15,480   258,000  273,480　　貸付金支出

 434 2,026  2,460  　事務費支出

 0   90  90　　旅費交通費支出

 0   140  140　　事務消耗品費支出

 50   152  202　　印刷製本費支出

 387   393  780　　通信運搬費支出

 △40   40  0　　業務委託費支出

 44   615  659　　手数料支出

 1   60  61　　賃借料支出

 40   312  352　　租税公課支出

 △48   224  176　　保守料支出

 265,451  281,472  16,021事業活動支出計(2)

 △15,676 △264,978  △280,654事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 △1,450 1,600  150  　固定資産取得支出

 150   0  150　　器具及び備品取得支出

 △1,600   1,600  0　　ソフトウエア取得支出

 1,600  150  △1,450施設整備等支出計(5)

 1,450 △1,600  △150施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 20,360  20,360  　その他の活動による収入

 0   20,360  20,360　　都道府県補助金収入

 20,360  20,360  0その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 11 289  300  　事業区分間繰入金支出

 11   289  300　　社会福祉事業区分間繰入金支出

 289  300  11その他の活動支出計(8)

 △11 20,071  20,060その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 7 /  15サ区：介護福祉士修学資金

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 △14,237 △246,507  △260,744当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △185,681 976,406  790,725前期末支払資金残高(12)

 △199,918 729,899  529,981当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 8 /  15サ区：生活困窮者自立支援事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 811 55,900  56,711  　受託金収入

 811   55,900  56,711　　その他受託金収入

 55,900  56,711  811事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 △177 41,795  41,618  　人件費支出

 △884   25,503  24,619　　職員給料支出

 △124   10,298  10,174　　非常勤職員給与支出

 272   2,374  2,646　　臨時職員賃金支出

 559   3,620  4,179　　法定福利費支出

 688 9,259  9,947  　事業費支出

 71   751  822　　消耗器具備品費支出

 △32   400  368　　保険料支出

 577   1,666  2,243　　賃借料支出

 144   450  594　　車輌費支出

 △54   894  840　　旅費交通費支出

 △60   190  130　　印刷製本費支出

 38   872  910　　通信運搬費支出

 0   3,944  3,944　　業務委託費支出

 5   11  16　　保守料支出

 9   41  50　　手数料支出

 △10   40  30　　負担金支出

 339 4,078  4,417  　事務費支出

 2   156  158　　事務消耗品費支出

 32   63  95　　印刷製本費支出

 2   156  158　　通信運搬費支出

 △29   156  127　　手数料支出

 0   95  95　　賃借料支出

 332   3,452  3,784　　租税公課支出

 55,132  55,982  850事業活動支出計(2)

 △39 768  729事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 △39 768  729  　事業区分間繰入金支出

 △39   768  729　　社会福祉事業区分間繰入金支出

 768  729  △39その他の活動支出計(8)

 39 △768  △729その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 9 /  15サ区：生活困窮者自立支援事業

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 10 /  15サ区：保育士修学資金

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 1,856 2,354  4,210  　その他の収入

 1,855   2,349  4,204　　償還金収入

 1   4  5　　貸付金利子収入

 0   1  1　　雑収入

 2,355  4,211  1,856事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 99 10,520  10,619  　人件費支出

 75   7,971  8,046　　職員給料支出

 3   1,101  1,104　　非常勤職員給与支出

 21   1,448  1,469　　法定福利費支出

 135,441 501,103  636,544  　事業費支出

 135,441   501,103  636,544　　貸付金支出

 1,076 3,784  4,860  　事務費支出

 △11   101  90　　旅費交通費支出

 10   279  289　　事務消耗品費支出

 63   276  339　　印刷製本費支出

 605   1,050  1,655　　通信運搬費支出

 △40   40  0　　業務委託費支出

 227   678  905　　手数料支出

 △8   155  147　　賃借料支出

 270   722  992　　租税公課支出

 △40   483  443　　保守料支出

 515,407  652,023  136,616事業活動支出計(2)

 △134,760 △513,052  △647,812事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 280 0  280  　固定資産取得支出

 280   0  280　　器具及び備品取得支出

 0  280  280施設整備等支出計(5)

 △280 0  △280施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △8 8  0  　その他の活動による収入

 △8   8  0　　都道府県補助金収入

 8  0  △8その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 21 531  552  　事業区分間繰入金支出

 21   531  552　　社会福祉事業区分間繰入金支出

 531  552  21その他の活動支出計(8)

 △29 △523  △552その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 11 /  15サ区：保育士修学資金

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 △135,069 △513,575  △648,644当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △48,811 1,265,461  1,216,650前期末支払資金残高(12)

 △183,880 751,886  568,006当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 12 /  15サ区：新卒保育士就職準備金

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 0 2  2  　その他の収入

 0   1  1　　償還金収入

 0   1  1　　雑収入

 3  3  0事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 2,695 1,048  3,743  　人件費支出

 2,695   1,048  3,743　　派遣職員費支出

 1 75,000  75,001  　事業費支出

 1   75,000  75,001　　貸付金支出

 155 1,952  2,107  　事務費支出

 0   51  51　　旅費交通費支出

 △131   234  103　　事務消耗品費支出

 13   192  205　　印刷製本費支出

 599   558  1,157　　通信運搬費支出

 0   250  250　　手数料支出

 1   76  77　　賃借料支出

 0   200  200　　租税公課支出

 △327   391  64　　保守料支出

 78,000  80,851  2,851事業活動支出計(2)

 △2,851 △77,997  △80,848事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 △2,850 3,000  150  　固定資産取得支出

 150   0  150　　器具及び備品取得支出

 △3,000   3,000  0　　ソフトウエア取得支出

 3,000  150  △2,850施設整備等支出計(5)

 2,850 △3,000  △150施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 1 81,000  81,001  　その他の活動による収入

 0   81,000  81,000　　都道府県補助金収入

 1   0  1　　市区町村補助金収入

 81,000  81,001  1その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0  0  0その他の活動支出計(8)

 1 81,000  81,001その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 3  3予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)

-94-



法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 13 /  15サ区：潜在保育士再就職応援準備金

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 1 0  1  　受取利息配当金収入

 1   0  1　　受取利息配当金収入

 3 0  3  　その他の収入

 1   0  1　　償還金収入

 1   0  1　　貸付金利子収入

 1   0  1　　雑収入

 0  4  4事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 2,600 0  2,600  　人件費支出

 2,240   0  2,240　　非常勤職員給与支出

 360   0  360　　法定福利費支出

 12,000 0  12,000  　事業費支出

 12,000   0  12,000　　貸付金支出

 404 0  404  　事務費支出

 15   0  15　　旅費交通費支出

 44   0  44　　事務消耗品費支出

 91   0  91　　印刷製本費支出

 124   0  124　　通信運搬費支出

 30   0  30　　手数料支出

 21   0  21　　賃借料支出

 24   0  24　　租税公課支出

 51   0  51　　保守料支出

 4   0  4　　雑支出

 0  15,004  15,004事業活動支出計(2)

 △15,000 0  △15,000事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 15,000 0  15,000  　その他の活動による収入

 15,000   0  15,000　　都道府県補助金収入

 0  15,000  15,000その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0  0  0その他の活動支出計(8)

 15,000 0  15,000その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 14 /  15サ区：ひとり親家庭高等職業訓練促進資金

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 320 243  563  　その他の収入

 320   240  560　　償還金収入

 0   2  2　　貸付金利子収入

 0   1  1　　雑収入

 244  564  320事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 313 4,252  4,565  　人件費支出

 6   2,314  2,320　　非常勤職員給与支出

 304   1,568  1,872　　派遣職員費支出

 3   370  373　　法定福利費支出

 0 152,600  152,600  　事業費支出

 0   152,600  152,600　　貸付金支出

 △79 2,237  2,158  　事務費支出

 0   18  18　　旅費交通費支出

 0   180  180　　事務消耗品費支出

 50   108  158　　印刷製本費支出

 △105   1,047  942　　通信運搬費支出

 △40   40  0　　業務委託費支出

 0   211  211　　手数料支出

 4   125  129　　賃借料支出

 0   169  169　　租税公課支出

 12   339  351　　保守料支出

 159,089  159,323  234事業活動支出計(2)

 86 △158,845  △158,759事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △4,200 8,600  4,400  　その他の活動による収入

 △4,200   8,600  4,400　　都道府県補助金収入

 8,600  4,400  △4,200その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0  0  0その他の活動支出計(8)

 △4,200 8,600  4,400その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 △4,114 △150,245  △154,359当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △58,628 323,009  264,381前期末支払資金残高(12)

 △62,742 172,764  110,022当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：公益事業

 

 15 /  15サ区：児童養護施設退所者等自立支援資金

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 0 3  3  　その他の収入

 0   1  1　　償還金収入

 0   1  1　　貸付金利子収入

 0   1  1　　雑収入

 4  4  0事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 5 1,277  1,282  　人件費支出

 3   1,101  1,104　　非常勤職員給与支出

 2   176  178　　法定福利費支出

 △2,025 52,070  50,045  　事業費支出

 △2,025   52,070  50,045　　貸付金支出

 △68 1,399  1,331  　事務費支出

 0   36  36　　旅費交通費支出

 0   60  60　　事務消耗品費支出

 20   216  236　　印刷製本費支出

 △16   277  261　　通信運搬費支出

 △40   40  0　　業務委託費支出

 △24   474  450　　手数料支出

 △1   62  61　　賃借料支出

 △8   94  86　　租税公課支出

 1   140  141　　保守料支出

 54,746  52,658  △2,088事業活動支出計(2)

 2,088 △54,742  △52,654事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △3,057 4,070  1,013  　その他の活動による収入

 △3,057   4,070  1,013　　都道府県補助金収入

 4,070  1,013  △3,057その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0  0  0その他の活動支出計(8)

 △3,057 4,070  1,013その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 △969 △50,672  △51,641当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 2,935 116,728  119,663前期末支払資金残高(12)

 1,966 66,056  68,022当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

収益事業区分　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：収益事業

 

 1 /  1

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △454 3,648  3,194  　事業収入

 △272   1,994  1,722　　資料・図書等頒布収入

 △182   1,654  1,472　　手数料収入

 △86 807  721  　その他の収入

 △86   807  721　　雑収入

 4,455  3,915  △540事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 △1,178 2,801  1,623  　事務費支出

 △132   500  368　　事務消耗品費支出

 △955   1,718  763　　印刷製本費支出

 0   300  300　　水道光熱費支出

 △56   213  157　　通信運搬費支出

 △35   70  35　　業務委託費支出

 2,801  1,623  △1,178事業活動支出計(2)

 638 1,654  2,292事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 638 1,654  2,292  　事業区分間繰入金支出

 638   1,654  2,292　　社会福祉事業区分間繰入金支出

 1,654  2,292  638その他の活動支出計(8)

 △638 △1,654  △2,292その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 3,000  3,000予備費支出(10)

 0 △3,000  △3,000当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 3,000  3,000前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：収益事業

 

 1 /  2サ区：自動販売機

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △182 1,654  1,472  　事業収入

 △182   1,654  1,472　　手数料収入

 0 300  300  　その他の収入

 0   300  300　　雑収入

 1,954  1,772  △182事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 0 300  300  　事務費支出

 0   300  300　　水道光熱費支出

 300  300  0事業活動支出計(2)

 △182 1,654  1,472事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 △182 1,654  1,472  　事業区分間繰入金支出

 △182   1,654  1,472　　社会福祉事業区分間繰入金支出

 1,654  1,472  △182その他の活動支出計(8)

 182 △1,654  △1,472その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

サービス区分別　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：収益事業

 

 2 /  2サ区：図書販売

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △272 1,994  1,722  　事業収入

 △272   1,994  1,722　　資料・図書等頒布収入

 △86 507  421  　その他の収入

 △86   507  421　　雑収入

 2,501  2,143  △358事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 △1,178 2,501  1,323  　事務費支出

 △132   500  368　　事務消耗品費支出

 △955   1,718  763　　印刷製本費支出

 △56   213  157　　通信運搬費支出

 △35   70  35　　業務委託費支出

 2,501  1,323  △1,178事業活動支出計(2)

 820 0  820事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 820 0  820  　事業区分間繰入金支出

 820   0  820　　社会福祉事業区分間繰入金支出

 0  820  820その他の活動支出計(8)

 △820 0  △820その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 3,000  3,000予備費支出(10)

 0 △3,000  △3,000当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 3,000  3,000前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

生活福祉資金会計全体　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会

 

 1 /  2

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 3,500 57,581  61,081  　経常経費補助金収入

 3,500   57,581  61,081　　都道府県補助金収入

 △32,314 214,057  181,743  　貸付事業収入

 △29,628   161,080  131,452　　償還金収入

 △3,750   38,923  35,173　　長期滞留債権償還金収入

 1,617   12,896  14,513　　貸付金利子収入

 △553   1,158  605　　雑収入

 △214 3,089  2,875  　受取利息配当金収入

 △214   3,087  2,873　　受取利息配当金収入

 0   2  2　　欠損補てん積立特定資産受取利息配当金収入

 0 4  4  　その他の収入

 0   4  4　　雑収入

 274,731  245,703  △29,028事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 615 29,946  30,561  　人件費支出

 577   19,151  19,728　　職員給料支出

 △64   6,709  6,645　　非常勤職員給与支出

 102   4,086  4,188　　法定福利費支出

 △755 129,851  129,096  　事業費支出

 △828   100,450  99,622　　業務委託費支出

 73   28,291  28,364　　貸付調査償還指導費支出

 0   1,110  1,110　　債権管理強化推進費支出

 5,422 11,730  17,152  　事務費支出

 0   921  921　　旅費交通費支出

 △21   957  936　　事務消耗品費支出

 32   765  797　　印刷製本費支出

 0   10  10　　修繕費支出

 17   2,441  2,458　　通信運搬費支出

 0   19  19　　会議費支出

 1,801   4,040  5,841　　手数料支出

 145   861  1,006　　賃借料支出

 0   42  42　　租税公課支出

 3,448   1,518  4,966　　電算処理費支出

 0   100  100　　車輛費支出

 0   56  56　　負担金支出

 57,993 459,162  517,155  　貸付事業支出

 57,993   459,162  517,155　　貸付金支出

 1 0  1  　流動資産評価損等による資金減少額

 1   0  1　　徴収不能額

 630,689  693,965  63,276事業活動支出計(2)

 △92,304 △355,958  △448,262事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞
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法人：

勘 定 科 目 備 考

生活福祉資金会計全体　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会

 

 2 /  2

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 100 0  100  　固定資産取得支出

 100   0  100　　器具及び備品取得支出

 0  100  100施設整備等支出計(5)

 △100 0  △100施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 20,090 1  20,091  　貸付資金補助金収入

 20,090   1  20,091　　指定都市補助金収入

 △144 103,548  103,404  　積立資産取崩収入

 0   102,000  102,000　　欠損補てん積立特定資産取崩収入

 0   1  1　　電算機維持費積立資産取崩収入

 △144   1,547  1,403　　償還促進事業積立資産取崩収入

 0 1  1  　生活福祉資金会計長期借入金収入

 △497 1,648  1,151  　一般会計繰入金収入

 2,676 105,732  108,408  　生活福祉資金会計繰入金収入

 10 193  203  　埼玉県障害者福祉資金会計繰入金収入

 0 6  6  　要保護世帯向け不動産担保型生活資金会計繰入金収入

 211,129  233,264  22,135その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0 102  102  　積立資産支出

 0   2  2　　欠損補てん積立特定資産支出

 0   100  100　　償還促進事業費積立資産支出

 0 1  1  　要保護世帯向け不動産担保型生活資金会計長期貸付金支出

 67 1,084  1,151  　一般会計繰入金支出

 67   1,084  1,151　　退職給与積立金事業繰入金支出

 2,676 105,738  108,414  　生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出

 10 193  203  　埼玉県障害者福祉資金貸付事務費会計繰入金支出

 0 4,310  4,310  　国庫補助金等返還金支出

 111,428  114,181  2,753その他の活動支出計(8)

 19,382 99,701  119,083その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 4  4予備費支出(10)

 △73,022 △256,261  △329,283当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △168,115 4,375,760  4,207,645前期末支払資金残高(12)

 △241,137 4,119,499  3,878,362当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

生活福祉資金会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：生活福祉資金会計

 

 1 /  2

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △31,079 209,207  178,128  　貸付事業収入

 △28,562   156,624  128,062　　償還金収入

 △33,885   78,543  44,658　　　総合支援資金償還金収入

 7,204   33,310  40,514　　　福祉資金償還金収入

 △1,501   42,259  40,758　　　教育支援資金償還金収入

 0   1  1　　　不動産担保型生活資金償還金収入

 △400   2,400  2,000　　　離職者支援資金償還金収入

 0   1  1　　　障害者更生資金償還金収入

 10   10  20　　　生活資金償還金収入

 10   100  110　　　福祉資金(住宅)償還金収入

 △3,570   38,723  35,153　　長期滞留債権償還金収入

 △3,600   20,200  16,600　　　総合支援資金長期滞留債権償還金収入

 △1,060   4,700  3,640　　　福祉資金長期滞留債権償還金収入

 450   7,700  8,150　　　教育支援資金長期滞留債権償還金収入

 640   6,120  6,760　　　離職者支援資金長期滞留債権償還金収入

 0   1  1　　　障害者更生資金長期滞留債権償還金収入

 0   1  1　　　生活資金長期滞留債権償還金収入

 0   1  1　　　福祉資金(住宅)長期滞留債権償還金収入

 1,606   12,702  14,308　　貸付金利子収入

 △294   8,202  7,908　　　貸付金利子収入

 1,900   4,500  6,400　　　延滞利子収入

 △553   1,158  605　　雑収入

 △43   104  61　　　償還金収入

 △510   1,054  544　　　長期滞留債権償還金収入

 △214 3,083  2,869  　受取利息配当金収入

 △214   3,082  2,868　　受取利息配当金収入

 0   1  1　　欠損補てん積立特定資産受取利息配当金収入

 0 1  1  　その他の収入

 0   1  1　　雑収入

 0   1  1　　　雑収入

 212,291  180,998  △31,293事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 51,610 364,500  416,110  　貸付事業支出

 51,610   364,500  416,110　　貸付金支出

 △9,700   27,900  18,200　　　総合支援資金貸付金支出

 26,000   118,800  144,800　　　福祉資金貸付金支出

 43,290   102,960  146,250　　　教育支援資金貸付金支出

 △7,980   114,840  106,860　　　不動産担保型生活資金貸付金支出

 1 0  1  　流動資産評価損等による資金減少額

 1   0  1　　徴収不能額

 364,500  416,111  51,611事業活動支出計(2)

 △82,904 △152,209  △235,113事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

生活福祉資金会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：生活福祉資金会計

 

 2 /  2

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 100,000  100,000  　積立資産取崩収入

 0   100,000  100,000　　欠損補てん積立特定資産取崩収入

 0   29,000  29,000　　　旧　欠損補てん積立特定資産取崩収入

 0   71,000  71,000　　　新　欠損補てん積立特定資産取崩収入

 100,000  100,000  0その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0 1  1  　積立資産支出

 0   1  1　　欠損補てん積立特定資産支出

 0 1  1  　要保護世帯向け不動産担保型生活資金会計長期貸付金支出

 2,676 105,732  108,408  　生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出

 0 4,310  4,310  　国庫補助金等返還金支出

 110,044  112,720  2,676その他の活動支出計(8)

 △2,676 △10,044  △12,720その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 1  1予備費支出(10)

 △85,580 △162,254  △247,834当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △121,869 4,040,000  3,918,131前期末支払資金残高(12)

 △207,449 3,877,746  3,670,297当期末支払資金残高(11)+(12)

-110-



法人：

勘 定 科 目 備 考

生活福祉資金事務費会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：生活福祉資金貸付事務費会計

 

 1 /  2

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 3,500 57,580  61,080  　経常経費補助金収入

 3,500   57,580  61,080　　都道府県補助金収入

 3,500   57,580  61,080　　　貸付事務費補助金収入

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 57,581  61,081  3,500事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 701 27,392  28,093  　人件費支出

 577   19,151  19,728　　職員給料支出

 206   11,931  12,137　　　職員俸給支出

 371   7,220  7,591　　　職員諸手当支出

 12   4,507  4,519　　非常勤職員給与支出

 112   3,734  3,846　　法定福利費支出

 △745 125,660  124,915  　事業費支出

 △828   96,455  95,627　　業務委託費支出

 0   93,097  93,097　　　市町村社協事務費支出

 △828   3,358  2,530　　　その他の業務委託費支出

 83   28,095  28,178　　貸付調査償還指導費支出

 △24   2,597  2,573　　　貸付調査償還促進費支出

 107   25,498  25,605　　　民生委員実費弁償費支出

 0   1,110  1,110　　債権管理強化推進費支出

 0   1,110  1,110　　　債権管理強化推進費支出

 5,556 10,831  16,387  　事務費支出

 0   784  784　　旅費交通費支出

 0   146  146　　　役職員旅費支出

 0   638  638　　　委員等旅費支出

 37   838  875　　事務消耗品費支出

 37   838  875　　　消耗品費支出

 65   700  765　　印刷製本費支出

 0   10  10　　修繕費支出

 23   2,232  2,255　　通信運搬費支出

 0   17  17　　会議費支出

 1,840   4,001  5,841　　手数料支出

 145   861  1,006　　賃借料支出

 0   42  42　　租税公課支出

 3,446   1,190  4,636　　電算処理費支出

 0   100  100　　車輛費支出

 0   56  56　　負担金支出

 163,883  169,395  5,512事業活動支出計(2)

 △2,012 △106,302  △108,314事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 100 0  100  　固定資産取得支出
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法人：

勘 定 科 目 備 考

生活福祉資金事務費会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：生活福祉資金貸付事務費会計

 

 2 /  2

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 100   0  100　　器具及び備品取得支出

 0  100  100施設整備等支出計(5)

 △100 0  △100施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △497 1,648  1,151  　一般会計繰入金収入

 2,676 105,732  108,408  　生活福祉資金会計繰入金収入

 0 6  6  　要保護世帯向け不動産担保型生活資金会計繰入金収入

 107,386  109,565  2,179その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 67 1,084  1,151  　一般会計繰入金支出

 67   1,084  1,151　　退職給与積立金事業繰入金支出

 1,084  1,151  67その他の活動支出計(8)

 2,112 106,302  108,414その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

要保護世帯向け不動産担保型生活資金会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：要保護世帯向け不動産担保型生活資金会計

 

 1 /  1

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 6  6  　貸付事業収入

 0   2  2　　償還金収入

 0   2  2　　　要保護世帯向け不動産担保型生活資金償還金収入

 0   4  4　　貸付金利子収入

 0   2  2　　　貸付金利子収入

 0   2  2　　　延滞利子収入

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 0 1  1  　その他の収入

 0   1  1　　雑収入

 0   1  1　　　雑収入

 8  8  0事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 6,483 84,362  90,845  　貸付事業支出

 6,483   84,362  90,845　　貸付金支出

 6,483   84,362  90,845　　　要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付金支出

 84,362  90,845  6,483事業活動支出計(2)

 △6,483 △84,354  △90,837事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 20,090 1  20,091  　貸付資金補助金収入

 20,090   1  20,091　　指定都市補助金収入

 20,090   1  20,091　　　指定都市補助金収入

 0 1  1  　生活福祉資金会計長期借入金収入

 2  20,092  20,090その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0 6  6  　生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出

 6  6  0その他の活動支出計(8)

 20,090 △4  20,086その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 0  0予備費支出(10)

 13,607 △84,358  △70,751当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △41,672 132,000  90,328前期末支払資金残高(12)

 △28,065 47,642  19,577当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

臨時特例つなぎ資金会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：臨時特例つなぎ資金会計

 

 1 /  2

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 1  1  　経常経費補助金収入

 0   1  1　　都道府県補助金収入

 0   1  1　　　貸付事務費補助金収入

 △180 210  30  　貸付事業収入

 0   10  10　　償還金収入

 0   10  10　　　臨時特例つなぎ資金償還金収入

 △180   200  20　　長期滞留債権償還金収入

 △180   200  20　　　臨時特例つなぎ資金長期滞留債権償還金収入

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 0 1  1  　その他の収入

 0   1  1　　雑収入

 0   1  1　　　雑収入

 213  33  △180事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 △86 2,554  2,468  　人件費支出

 △76   2,202  2,126　　非常勤職員給与支出

 △10   352  342　　法定福利費支出

 0 3,162  3,162  　事業費支出

 0   3,150  3,150　　業務委託費支出

 0   3,150  3,150　　　市町村社協事務費支出

 0   12  12　　貸付調査償還指導費支出

 0   12  12　　　貸付調査償還促進費支出

 △10 287  277  　事務費支出

 0   5  5　　旅費交通費支出

 0   5  5　　　役職員旅費支出

 △5   10  5　　事務消耗品費支出

 △5   10  5　　　消耗品費支出

 △6   12  6　　印刷製本費支出

 0   96  96　　通信運搬費支出

 1   164  165　　電算処理費支出

 △100 300  200  　貸付事業支出

 △100   300  200　　貸付金支出

 △100   300  200　　　臨時特例つなぎ資金貸付金支出

 6,303  6,107  △196事業活動支出計(2)

 16 △6,090  △6,074事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0その他の活動収入計(7)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

臨時特例つなぎ資金会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：臨時特例つなぎ資金会計

 

 2 /  2

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　支出　＞

 0  0  0その他の活動支出計(8)

 0 0  0その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 1  1予備費支出(10)

 16 △6,091  △6,075当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 △5,873 29,760  23,887前期末支払資金残高(12)

 △5,857 23,669  17,812当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

埼玉県障害者福祉資金会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：埼玉県障害者福祉資金会計

 

 1 /  1

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △1,055 4,634  3,579  　貸付事業収入

 △1,066   4,444  3,378　　償還金収入

 △1,521   2,944  1,423　　　障害者住宅資金償還金収入

 0   1  1　　　障害者事業資金償還金収入

 455   1,499  1,954　　　障害者団体事業資金償還金収入

 11   190  201　　貸付金利子収入

 11   189  200　　　貸付金利子収入

 0   1  1　　　延滞利子収入

 0 2  2  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 0   1  1　　欠損補てん積立特定資産受取利息配当金収入

 0 1  1  　その他の収入

 0   1  1　　雑収入

 0   1  1　　　雑収入

 4,637  3,582  △1,055事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 0 10,000  10,000  　貸付事業支出

 0   10,000  10,000　　貸付金支出

 0   10,000  10,000　　　障害者団体事業資金貸付金支出

 10,000  10,000  0事業活動支出計(2)

 △1,055 △5,363  △6,418事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 2,000  2,000  　積立資産取崩収入

 0   2,000  2,000　　欠損補てん積立特定資産取崩収入

 0   2,000  2,000　　　埼玉県障害者福祉資金欠損補てん積立特定資産取崩収入

 2,000  2,000  0その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0 1  1  　積立資産支出

 0   1  1　　欠損補てん積立特定資産支出

 10 193  203  　埼玉県障害者福祉資金貸付事務費会計繰入金支出

 194  204  10その他の活動支出計(8)

 △10 1,806  1,796その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 1  1予備費支出(10)

 △1,065 △3,558  △4,623当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 1,299 174,000  175,299前期末支払資金残高(12)

 234 170,442  170,676当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人：

勘 定 科 目 備 考

埼玉県障害者福祉資金事務費会計　資金収支当初予算書
令和2年4月

社会福祉法人　埼玉県社会福祉協議会
事業：埼玉県障害者福祉資金貸付事務費会計

 

 1 /  1

 （単位：千円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0 1  1  　受取利息配当金収入

 0   1  1　　受取利息配当金収入

 1  1  0事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 △10 1,029  1,019  　事業費支出

 0   845  845　　業務委託費支出

 0   845  845　　　市町村社協事務費支出

 △10   184  174　　貸付調査償還指導費支出

 △10   184  174　　　貸付調査償還促進費支出

 △124 612  488  　事務費支出

 0   132  132　　旅費交通費支出

 0   1  1　　　役職員旅費支出

 0   131  131　　　委員等旅費支出

 △53   109  56　　事務消耗品費支出

 △53   109  56　　　消耗品費支出

 △27   53  26　　印刷製本費支出

 △6   113  107　　通信運搬費支出

 0   2  2　　会議費支出

 △39   39  0　　手数料支出

 1   164  165　　電算処理費支出

 1,641  1,507  △134事業活動支出計(2)

 134 △1,640  △1,506事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △144 1,548  1,404  　積立資産取崩収入

 0   1  1　　電算機維持費積立資産取崩収入

 △144   1,547  1,403　　償還促進事業積立資産取崩収入

 10 193  203  　埼玉県障害者福祉資金会計繰入金収入

 1,741  1,607  △134その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 0 100  100  　積立資産支出

 0   100  100　　償還促進事業費積立資産支出

 100  100  0その他の活動支出計(8)

 △134 1,641  1,507その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 0 1  1予備費支出(10)

 0 0  0当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 0 0  0前期末支払資金残高(12)

 0 0  0当期末支払資金残高(11)+(12)
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